
	 第1節	 商圏や売上高等の現状

本節では、小規模事業者の商圏や売上高等の現 状について分析していくこととする。

	 1	 小規模事業者の商圏とその拡大・縮小傾向について

第1-2-1図は、小規模事業者の直近決算時にお

ける1年間の売上高について、その販売先である
商圏区分別に構成比率を示したものである。

これを見ると、小規模事業者の売上高の約6割
が「同一市町村」を販売先としており、「近隣市
町村」向けの約2割と併せ約8割を占めている。
さらに、「同一都道府県」まで含めると9割弱と
なっており、小規模事業者の売上高のほとんどが

同一都道府県内にとどまっていることが分かる。

さらに、商圏区分別の売上高構成比率を業種別

に示したものが、第1-2-2図である。

これを見ると、「同一市町村」における売上高

割合が最も高い業種は「生活関連サービス業」で
79.4％、次いで「小売業」が74.6％、「飲食サービ
ス業」が72.7％となっている。その一方、「建設
業」は58.5％、「卸売業」は42.8％、「製造業」は
35.6％、「宿泊業」は17.4％となっており、業種に
よって大きく異なっていることが分かる。

「卸売業」や「製造業」、「宿泊業」は業種特性
上、より広域的な商圏を販路としているのに対

し、理美容を中心とする「生活関連サービス業」
や「小売業」、「飲食サービス業」は、狭い商圏で
活動している傾向がうかがえる。
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第2章 小規模事業者の活動実態と取組

本章では、「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」1から得られたアンケート調査
結果を基に小規模事業者の事業活動について、商圏や売上高、IT活用、効率的な経営、
人材の確保・育成、事業承継など、様々な観点から、その実態を見ていくこととする。

	 1	 中小企業庁の委託により、（株）日本アプライドリサーチ研究所が、2016年1月に、全国商工会連合会及び日本商工会議所の会員のうち、小規模事業者を対象
に実施したWebアンケート調査。有効回答件数4,857者。
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第1-2-1図 直近決算における商圏区分別の売上高構成比率
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第 2 章 小規模事業者の活動実態と取組 

本章では、「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」1から得られたアンケート調

査結果を基に小規模事業者の事業活動について、商圏や売上高、IT 活用、効率的な経

営、人材の確保・育成、事業承継など、様々な観点から、その実態を見ていくことと

する。 

第1節  商圏や売上高等の現状 

本節では、小規模事業者の商圏や売上高等の現状について分析していくこととする。 

1. 小規模事業者の商圏とその拡大・縮小傾向について 

第 1-2-1 図は、小規模事業者の直近決算時における１年間の売上高について、その

販売先である商圏区分別に構成比率を示したものである。 

これを見ると、小規模事業者の売上高の約 6割が「同一市町村」を販売先としてお

り、「近隣市町村」向けの約 2割と併せ約 8割を占めている。さらに、「同一都道府県」

まで含めると 9割弱となっており、小規模事業者の売上高のほとんどが同一都道府県

内にとどまっていることが分かる。 

さらに、商圏区分別の売上高構成比率を業種別に示したものが、第1-2-2図である。 

これを見ると、「同一市町村」における売上高割合が最も高い業種は「生活関連サ

ービス業」で 79.4％、次いで「小売業」が 74.6％、「飲食サービス業」が 72.7％とな

っている。その一方、「建設業」は 58.5％、「卸売業」は 42.8％、「製造業」は 35.6％、

「宿泊業」は 17.4％となっており、業種によって大きく異なっていることが分かる。 

「卸売業」や「製造業」、「宿泊業」は業種特性上、より広域的な商圏を販路として

いるのに対し、理美容を中心とする「生活関連サービス業」や「小売業」、「飲食サー

ビス業」は、狭い商圏で活動している傾向がうかがえる。 

第 1-2-1 図 直近決算における商圏区分別の売上高構成比率 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注)1.「近隣市町村」とは、主たる事業所のある「同一市町村」の行政区域と接している(同一都道府県内の)市町村全部をいう。

2.「近隣都道府県とは」、「同一都道府県」の行政区域と接している都道府県全部をいう。

3. 本図における構成比率は、4､857者の小規模事業者毎の商圏区分別の売上高構成比率を単純平均したもの。

第1-2-1図 直近決算における商圏区分別の売上高構成比率

(n=4,857)

 

                              
1 中小企業庁の委託により、(株)日本アプライドリサーチ研究所が、2016 年 1月に、全国商工会連合

会及び日本商工会議所の会員のうち、小規模事業者を対象に実施したＷｅｂアンケート調査。有効

回答件数 4,857 者。 

第1-2-2図 直近決算における商圏区分別の売上高構成比率（業種別）

第 図 直近決算における商圏区分別の売上高構成比率 業種別
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 直近決算における商圏区分別の売上高構成比率 業種別

次に、小規模事業者の商圏の変化について見てみる。

第 図は、小規模事業者の直近 年間における商圏の拡大・縮小傾向について

示したものである。

これを見ると、商圏が「拡大」が ％、「やや拡大」が ％と商圏が拡大傾向

にある者が計 ％となっている。他方、「やや縮小」が ％、「縮小」が ％と

商圏が縮小傾向にある者は計 となっており、小規模事業者全体で見ると、商圏

が拡大傾向とする者の割合が、縮小傾向とする者の割合を上回る結果となった。

これを業種別に示したものが第 図である。

これを見ると、商圏が拡大傾向であると回答した者の割合が高かった上位 業種は、

「宿泊業」 ％ 、次いで「製造業」 ％ 、「卸売業」 ％ となっている。

また、商圏が拡大傾向であると回答した者の割合が低かった下位 業種は、「生活関

連サービス業」 ％ 、次いで「小売業」 ％ 、「建設業」 ％ となって

いる。

業種特性上、より広域的な商圏を販路としている「宿泊業」や「製造業」、「卸売業」

などの方が、より商圏を拡大する傾向が強いことがうかがえる。

その一方、理美容を中心とする「生活関連サービス業」や「小売業」など生活に密

着する業種は、商圏を拡大する傾向が弱いことがうかがえる。

41小規模企業白書  2016

第
1
節

第1部
小規模事業者の動向



次に、小規模事業者の商圏の変化について見て

みる。

第1-2-3図は、小規模事業者の直近3年間にお
ける商圏の拡大・縮小傾向について示したもので

ある。

これを見ると、商圏が「拡大」が6.5％、「やや
拡大」が24.2％と商圏が拡大傾向にある者が計
30.7％となっている。他方、「やや縮小」が
10.5％、「縮小」が4.5％と商圏が縮小傾向にある
者は計15.0%となっており、小規模事業者全体で
見ると、商圏が拡大傾向とする者の割合が、縮小

傾向とする者の割合を上回る結果となった。

これを業種別に示したものが第1-2-4図である。

これを見ると、商圏が拡大傾向であると回答し

た者の割合が高かった上位3業種は、「宿泊業」

（39.1％）、次いで「製造業」（38.9％）、「卸売業」
（38.0％）となっている。また、商圏が拡大傾向
であると回答した者の割合が低かった下位3業種
は、「生活関連サービス業」（23.1％）、次いで「小
売業」（24.1％）、「建設業」（29.2％）となってい
る。

業種特性上、より広域的な商圏を販路としてい

る「宿泊業」や「製造業」、「卸売業」などの方
が、より商圏を拡大する傾向が強いことがうかが

える。

その一方、理美容を中心とする「生活関連サー
ビス業」や「小売業」など生活に密着する業種
は、商圏を拡大する傾向が弱いことがうかがえ

る。

第1-2-3図 直近3年間の商圏の拡大・縮小傾向

第 図 直近 年間の商圏の拡大・縮小傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 直近 年間の商圏の拡大・縮小傾向

第 図 直近 年間の商圏の拡大・縮小傾向 業種別
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 直近 年間の商圏の拡大・縮小傾向 業種別
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第1-2-4図 直近3年間の商圏の拡大・縮小傾向（業種別）

第 図 直近 年間の商圏の拡大・縮小傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 直近 年間の商圏の拡大・縮小傾向

第 図 直近 年間の商圏の拡大・縮小傾向 業種別
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 直近 年間の商圏の拡大・縮小傾向 業種別

第1-2-5図は、直近3年間の売上高の傾向と商
圏の拡大・縮小傾向についての相関を示したもの

である。

これを見ると、売上高が増加傾向にある者の約

7割において、商圏が拡大傾向となっている。逆
に、売上高が増加傾向で商圏が現状維持又は減少

傾向にある者は約3割に過ぎない。このことから、
売上高を増加させるためには、商圏の拡大に向け

た取組が重要であることが分かる。

続いて、「売上高が増加傾向の者」の商圏の拡
大・縮小傾向について、業種別に示したものが第

1-2-6図である。

これを見ると、いずれの業種においても商圏が

拡大傾向となっている割合が約6割から約7割と
総じて高い水準であり、同様の傾向にあることが

分かる。
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第1-2-5図 売上高の傾向と商圏の拡大・縮小傾向

第 図は、直近 年間の売上高の傾向と商圏の拡大・縮小傾向についての相関

を示したものである。

これを見ると、売上高が増加傾向にある者の約 割において、商圏が拡大傾向とな

っている。逆に、売上高が増加傾向で商圏が現状維持又は減少傾向にある者は約 割

に過ぎない。このことから、売上高を増加させるためには、商圏の拡大に向けた取組

が重要であることが分かる。

続いて、「売上高が増加傾向の者」の商圏の拡大・縮小傾向について、業種別に示

したものが第 図である。

これを見ると、いずれの業種においても商圏が拡大傾向となっている割合が約 割

から約 割と総じて高い水準であり、同様の傾向にあることが分かる。

第 図 売上高の傾向と商圏の拡大・縮小傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 売上高の傾向と商圏の拡大・縮小傾向
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第 図 「売上高が増加傾向の者」の商圏の拡大・縮小傾向 業種別
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「サービス業」の内訳として、生活関連サービス業、専門・技術サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療・福祉、その他サービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業を集計している。

第 図 「売上高が増加傾向の者」の商圏の拡大・縮小傾向 業種別
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第1-2-6図 「売上高が増加傾向の者」の商圏の拡大・縮小傾向（業種別）

第 図は、直近 年間の売上高の傾向と商圏の拡大・縮小傾向についての相関

を示したものである。

これを見ると、売上高が増加傾向にある者の約 割において、商圏が拡大傾向とな

っている。逆に、売上高が増加傾向で商圏が現状維持又は減少傾向にある者は約 割

に過ぎない。このことから、売上高を増加させるためには、商圏の拡大に向けた取組

が重要であることが分かる。

続いて、「売上高が増加傾向の者」の商圏の拡大・縮小傾向について、業種別に示

したものが第 図である。

これを見ると、いずれの業種においても商圏が拡大傾向となっている割合が約 割

から約 割と総じて高い水準であり、同様の傾向にあることが分かる。

第 図 売上高の傾向と商圏の拡大・縮小傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 売上高の傾向と商圏の拡大・縮小傾向

商圏が拡大傾向 商圏が現状維持又は減少傾向

第 図 「売上高が増加傾向の者」の商圏の拡大・縮小傾向 業種別
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「サービス業」の内訳として、生活関連サービス業、専門・技術サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療・福祉、その他サービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業を集計している。

第 図 「売上高が増加傾向の者」の商圏の拡大・縮小傾向 業種別

商圏が拡大傾向 商圏が現状維持又は縮小傾向

	 2	 小規模事業者の売上高の傾向と今後の見通し等について

第1-2-7図は、直近3年間の小規模事業者の売
上高及び売上総利益（粗利）の傾向を示したもの
である。

これを見ると、売上高の傾向が「増加」である
とした者が27.5％、「横ばい」が44.3％、「減少」

が28.1％となっている。その一方で、売上総利益
（粗利）で見ると、「増加」であるとした者が
22.4％、「横ばい」が49.3％、「減少」が28.3％と
なっている。
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第1-2-7図 直近3年間の売上高及び売上総利益（粗利）の傾向
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第 1-2-8 図は、直近 3年間における売上高の増加傾向と売上総利益(粗利)の増加傾

向について業種別に比較したものである。 

これを見ると、業種によっては売上高の増加傾向が必ずしも売上総利益(粗利)の増

加傾向に直結していないことが分かる。中でも、売上高の増加傾向とする回答と売上

総利益(粗利)を増加傾向とする回答の差が大きいのは「卸売業」及び「飲食サービス

業」であり、それぞれ 10％を超える差となっている。 

一方、理美容を中心とする「生活関連サービス業」や「小売業」では売上高の増加

傾向と売上総利益(粗利)の増加傾向の差が比較的小さく、これらの業種においては売

上高の増加が売上総利益(粗利)の増加につながりやすい傾向が見られる。 

第1-2-8図は、直近3年間における売上高の増
加傾向と売上総利益（粗利）の増加傾向について
業種別に比較したものである。
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向が必ずしも売上総利益（粗利）の増加傾向に直
結していないことが分かる。中でも、売上高の増

加傾向とする回答と売上総利益（粗利）を増加傾
向とする回答の差が大きいのは「卸売業」及び

「飲食サービス業」であり、それぞれ10％を超え
る差となっている。

一方、理美容を中心とする「生活関連サービス
業」や「小売業」では売上高の増加傾向と売上総
利益（粗利）の増加傾向の差が比較的小さく、こ
れらの業種においては売上高の増加が売上総利益

（粗利）の増加につながりやすい傾向が見られる。

第1-2-8図 直近3年間の売上高の増加傾向と売上総利益（粗利）の増加傾向の比較（業種別）
第 図 直近 年間の売上高の増加傾向と売上総利益 粗利 の増加傾向の比較 業種別
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 直近 年間の売上高の増加傾向と売上総利益 粗利 の増加傾向の比較 業種別

また、第 図は、直近 年間の売上高の傾向と今後 年間の売上高の見通しを

示したものである。

これを見ると、今後 年間の売上高の見通しについては、「分からない」と回答し

た ％を除けば、直近 年間の売上高の傾向とほぼ同じ傾向であることが分かる。

第 図 直近 年間の売上高の傾向と今後 年間の売上高の見通し
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所
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また、第1-2-9図は、直近3年間の売上高の傾
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ある。
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あることが分かる。
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。
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これを見ると、今後 年間の売上高の見通しについては、「分からない」と回答し

た ％を除けば、直近 年間の売上高の傾向とほぼ同じ傾向であることが分かる。
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 直近 年間の売上高の傾向と今後 年間の売上高の見通し
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第1-2-10図は、直近3年間における売上高が増
加傾向である者と今後3年間の売上高が増加の見
通しである者の割合について業種別に比較したも

のである。

これを見ると、「宿泊業」及び「建設業」で特
に差が大きくなっており、売上高が増加傾向にあ

る者よりも、今後、売上高が増加すると考える者

の方が少ない。

逆に、「小売業」と「専門・技術サービス業」
では、売上高が増加傾向にある者よりも、今後、

売上が増加すると考える者の方が多くなっている。

また、「製造業」や「飲食サービス業」、「卸売
業」などでは、売上高が増加傾向にある者の割合
と、今後、売上が増加すると考えている者の割合

がほぼ同じとなっている。

第1-2-10図 売上高が増加傾向と今後の売上高が増加の見通しの比較（業種別）

第 図は、直近 年間における売上高が増加傾向である者と今後 年間の売

上高が増加の見通しである者の割合について業種別に比較したものである。

これを見ると、「宿泊業」及び「建設業」で特に差が大きくなっており、売上高が

増加傾向にある者よりも、今後、売上高が増加すると考える者の方が少ない。

逆に、「小売業」と「専門・技術サービス業」では、売上高が増加傾向にある者よ

りも、今後、売上が増加すると考える者の方が多くなっている。

また、「製造業」や「飲食サービス業」、「卸売業」などでは、売上高が増加傾向に

ある者の割合と、今後、売上が増加すると考えている者の割合がほぼ同じとなってい

る。

第 図 売上高が増加傾向と今後の売上高が増加の見通しの比較 業種別
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 売上高が増加傾向と今後の売上高が増加の見通しの比較 業種別
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	 3	 売上高が「増加傾向」の要因と「減少傾向」の要因

第1-2-11図は、直近3年間の売上高について、
「増加傾向」の要因と「減少傾向」の要因を示し
たものである。

これを見ると、売上高が増加傾向の者は、その

要因として「得意先や固定客がいる」（70.3％）
や、「商品・サービスの品質と信頼性がある」
（65.8％）を挙げる場合が多い。
これに対し、売上高が減少傾向の者は、その要

因として「商圏自体（取引先や顧客）の景気が悪
い」（66.5％）と回答した者が最も多く、「商品・
サービスの品質と信頼性が低い」と回答した者は

1.5％と低かった。
このことは、売上高が減少傾向の者が「商品・

サービスの品質と信頼性は低くないものの、商圏

自体の景気が悪いために売上高が減少傾向になっ

ている。」と捉えていることの現れであり、他律
的要因に減少傾向の要因を求めていることが分か

る。小規模事業者の売上高が商圏自体の景気に影

響されやすいことは事実であるが、自社の商品・

サービスの信頼性の向上等に向けた取組を一層強

めていくことが期待される。

第1-2-11図 売上高が「増加傾向」の要因と「減少傾向」の要因（複数回答）
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-11図 売上高が「増加傾向」の要因と「減少傾向」の要因(複数回答)
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	 第2節	 小規模事業者のIT活用の現状

インターネットの普及に代表される IT化の進
展は、小規模事業者の事業活動にも大きな影響を

及ぼしていると思われる。本節では、小規模事業

者における IT活用がどの程度浸透しているのか、
その現状について見ていくこととする。

	 1	 小規模事業者のIT機器（情報通信機器）の保有状況について

第1-2-12図は、小規模事業者における、パソ

コン、スマホ、タブレット等の事業用の IT機器
（情報通信機器）の保有状況について示したもの
である。これを見ると「保有している」が87.5％

となっているが、「保有していない」とする回答
も12.5％あり、8者に1者が事業用の IT機器を保
有しない状況となっている。

第1-2-12図 IT機器（情報通信機器）の保有状況
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第 1-2-12 図は、小規模事業者における、パソコン、スマホ、タブレット等の事業

用の IT 機器(情報通信機器)の保有状況について示したものである。これを見ると「保
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注) ここでいう「IT(情報通信機器)」とは、パソコン、スマホ、タブレット等の情報通信機器のことを指し、事業用

に利用しているものに限る。

第1-2-12図 IT機器(情報通信機器)の保有状況

 

また、事業用の IT機器の保有状況について業
種別に示したものが、第1-2-13図である。

これを見ると、「その他のサービス業」が
94.3％と最も高く、次いで「その他の業種」が
92.8％、「製造業」が92.3％、「専門・技術サービ
ス業」が91.8％と続いている。

一方、「飲食サービス業」は73.2％と最も保有
率が低くなっているほか、「生活関連サービス業」
が81.3％、「小売業」が85.4％と、これらの業種
における事業用の IT機器の保有率が相対的に低
いことが分かる。
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第1-2-13図 IT機器（情報通信機器）の保有状況（業種別）

また、事業用の 機器の保有状況について業種別に示したものが、第 図で

ある。

これを見ると、「その他のサービス業」が ％と最も高く、次いで「その他の業

種」が ％、「製造業」が ％、「専門・技術サービス業」が ％と続いてい

る。

一方、「飲食サービス業」は ％と最も保有率が低くなっているほか、「生活関連

サービス業」が ％、「小売業」が ％と、これらの業種における事業用の

機器の保有率が相対的に低いことが分かる。

第 図 機器 情報通信機器 の保有状況 業種別

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

建設業

宿泊業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

製造業

その他の業種

その他のサービス業

全体

保有している 保有していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、（株）日本アプライドリサーチ研所

注 「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 機器 情報通信機器 の保有状況 業種別

	 2	 小規模事業者の情報管理面や宣伝面におけるIT活用状況について

第1-2-14図は小規模事業者の情報管理面にお

ける IT活用率を示したものである。
これを見ると、「事務処理ソフト（ワープロ、

表計算、グラフ作成など）」が62.2％、「経理ソフ
ト」が40.5％と比較的高い活用率となっているも
のの、それ以外のソフトでは、「顧客管理ソフト」
が25.7％、「その他の業務用ソフト」が25.1％、

「販売・仕入ソフト（在庫管理など）」が21.4％、
「給与管理ソフト」が14.4％、「税務申告ソフト」
が12.6％と、総じて低い活用状況となっている。
また、「特にない」との回答が20.1％あり、情

報管理面において全く ITを活用していない者が
約2割存在していることが分かる。
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第1-2-14図 情報管理面におけるIT活用率（複数回答）
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2. 小規模事業者の情報管理面や宣伝面における IT 活用状況について 

第 1-2-14 図は小規模事業者の情報管理面における IT 活用率を示したものである。 

これを見ると、「事務処理ソフト(ワープロ、表計算、グラフ作成など)」が 62.2％、

「経理ソフト」が 40.5％と比較的高い活用率となっているものの、それ以外のソフト

では、「顧客管理ソフト」が 25.7％、「その他の業務用ソフト」が 25.1％、「販売・仕

入ソフト(在庫管理など)」が 21.4％、「給与管理ソフト」が 14.4％、「税務申告ソフ

ト」が 12.6％と、総じて低い活用状況となっている。 

また、「特にない」との回答が 20.1％あり、情報管理面において全く IT を活用して

いない者が約 2割存在していることが分かる。 

第 1-2-14 図 情報管理面における IT 活用率(複数回答)  

20.1%

12.6%

14.4%

21.4%

25.1%

25.7%

40.5%

62.2%

0% 50% 100%

特にない

税務申告ｿﾌﾄ

給与管理ｿﾌﾄ

販売・仕入ｿﾌﾄ(在庫管理など)

その他の業務用ｿﾌﾄ

顧客管理ｿﾌﾄ

経理ｿﾌﾄ

事務処理ｿﾌﾄ(ﾜｰﾌﾟﾛ、表計算、ｸﾞﾗﾌ作成など)

(n=4,857)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所

(注) 「特にない」を選択した者は、ほかの項目は選択していない。

第1-2-14図 情報管理面におけるIT活用率(複数回答)

 

次に、小規模事業者の宣伝面における IT活用
率を示したものが第1-2-15図である。

これを見ると、「ホームページ」を活用してい
る者が41.4％、「ブログ、SNS（フェイスブック、
ツイッターなど）」が25.6％、「電子メール、メル
マガ」が16.5％、「ネット（自社サイト）での受
注・販売・予約」が12.3％、「ネット（自社サイ
ト以外）での受発注・販売・予約」が9.3％となっ
ている。また、宣伝面において活用している IT

が「特にない。」とする者も43.9％おり、小規模
事業者の宣伝面における IT活用率は、総じて低
いものとなっている。

なお、「ネット（自社サイト）での受注・販
売・予約」と「ネット（自社サイト以外）での受
発注・販売・予約」の双方の重複回答を除くと、
全体の17.1％の事業者がインターネットでの受注
を導入している。

第1-2-15図 宣伝面におけるIT活用率（複数回答）

次に、小規模事業者の宣伝面における 活用率を示したものが第 図である。

これを見ると、「ホームページ」を活用している者が ％、「ブログ、 フェイ

スブック、ツイッターなど 」が ％、「電子メール、メルマガ」が ％、「ネッ

ト 自社サイト での受注・販売・予約」が ％、「ネット 自社サイト以外 での受

発注・販売・予約」が ％となっている。また、宣伝面において活用している

が「特にない。」とする者も ％おり、小規模事業者の宣伝面における 活用率は、

総じて低いものとなっている。

なお、「ネット 自社サイト での受注・販売・予約」と「ネット 自社サイト以外

での受発注・販売・予約」の双方の重複回答を除くと、全体の ％の事業者がイン

ターネットでの受注を導入している。

第 図 宣伝面における 活用率 複数回答

特にない

その他

ﾈｯﾄ 自社ｻｲﾄ以外 での受発注･販売､予約

ﾈｯﾄ 自社ｻｲﾄ での受注･販売､予約

電子ﾒｰﾙ、ﾒﾙﾏｶﾞ

ﾌﾞﾛｸﾞ､ ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ､ﾂｲｯﾀｰなど

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「ネット 自社サイト以外 」とは、インターネット出店サイトのこと。

「特にない」を選択した者は、ほかの項目は選択していない。

第 図 宣伝面における 活用率 複数回答

重複回答を除くと となり、全体

の がインターネットでの受注を導入。

第 図は、宣伝面における 活用として、「ネット 自社サイト での受注・

販売、予約」又は「ネット 自社サイト以外 での受発注・販売、予約」を行っている

と回答した者について、業種別の内訳を示したものである。

これを見ると、ネット受注等の活用率が最も高いのは、「宿泊業」で ％、次い

で、「製造業」が ％、「卸売業」が ％となっている。

一方、活用率が低いのは「建設業」が ％、「生活関連サービス業」が ％、「飲

食サービス業」が ％となっている。
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第1-2-16図は、宣伝面における IT活用として、
「ネット（自社サイト）での受注・販売、予約」
又は「ネット（自社サイト以外）での受発注・販
売、予約」を行っていると回答した者について、
業種別の内訳を示したものである。

これを見ると、ネット受注等の活用率が最も高

いのは、「宿泊業」で62.7％、次いで、「製造業」
が25.4％、「卸売業」が21.6％となっている。
一方、活用率が低いのは「建設業」が7.3％、

「生活関連サービス業」が9.3％、「飲食サービス
業」が9.4％となっている。

第1-2-16図 ネット（自社・自社サイト以外）受注等の活用率（業種別）（複数回答）

第 図 ネット 自社・自社サイト以外 受注等の活用率 業種別 複数回答

建設業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

その他の業種

その他のサービス業

小売業

卸売業

製造業

宿泊業

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業を集計している。

「その他のサービス業の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他サービス業を集計している。

第 図 ネット 自社・自社サイト以外 受注等の活用率 業種別 複数回答

また、第 図は、宣伝面における 活用として、「ブログ、 フェイスブ

ック、ツイッターなど 」を行っていると回答した者について、業種別の内訳を示し

たものである。

これを見ると、ブログや の活用率が最も高いのは、ネット受注等の活用率と同

様に「宿泊業」であり ％、次いで「飲食サービス業」が ％、「その他のサー

ビス業」が ％となっている。

一方、活用率が低いのは、「その他の業種」が ％、「建設業」が ％、「卸売

業」が ％となっている。

第 図 ブログ、 の活用率 業種別 複数回答

その他の業種

建設業

卸売業

小売業

製造業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

その他のサービス業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

宿泊業

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業を集計している。

「その他のサービス業の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他サービス業を集計している。

第 図 ブログ、 の活用率 業種別 複数回答

（
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また、第1-2-17図は、宣伝面における IT活用
として、「ブログ、SNS（フェイスブック、ツ
イッターなど）」を行っていると回答した者につ
いて、業種別の内訳を示したものである。

これを見ると、ブログやSNSの活用率が最も
高いのは、ネット受注等の活用率と同様に「宿泊

業」であり50.9％、次いで「飲食サービス業」が
38.1％、「その他のサービス業」が30.9％となって
いる。

一方、活用率が低いのは、「その他の業種」が
16.2％、「建設業」が16.3％、「卸売業」が22.2％
となっている。

第1-2-17図 ブログ、SNSの活用率（業種別）（複数回答）

第 図 ネット 自社・自社サイト以外 受注等の活用率 業種別 複数回答

建設業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

その他の業種

その他のサービス業

小売業

卸売業

製造業

宿泊業

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業を集計している。

「その他のサービス業の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他サービス業を集計している。

第 図 ネット 自社・自社サイト以外 受注等の活用率 業種別 複数回答

また、第 図は、宣伝面における 活用として、「ブログ、 フェイスブ

ック、ツイッターなど 」を行っていると回答した者について、業種別の内訳を示し

たものである。

これを見ると、ブログや の活用率が最も高いのは、ネット受注等の活用率と同

様に「宿泊業」であり ％、次いで「飲食サービス業」が ％、「その他のサー

ビス業」が ％となっている。

一方、活用率が低いのは、「その他の業種」が ％、「建設業」が ％、「卸売

業」が ％となっている。

第 図 ブログ、 の活用率 業種別 複数回答

その他の業種

建設業

卸売業

小売業

製造業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

その他のサービス業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

宿泊業

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業を集計している。

「その他のサービス業の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他サービス業を集計している。

第 図 ブログ、 の活用率 業種別 複数回答

（

第1-2-18図は、宣伝面における IT活用の有無
と売上高の傾向を比較したものである。

これを見ると、ITを「活用している」者のう
ち売上高が増加傾向である者の割合は34.1％であ

るのに対し、「活用していない」者では売上高が
増加傾向である者の割合が19.2％となっており、
ITを「活用している」者の方が業績傾向が良い
ことが分かる。

第1-2-18図 宣伝面におけるIT活用の有無と売上高の傾向

第 図は、宣伝面における 活用の有無と売上高の傾向を比較したものであ

る。

これを見ると、 を「活用している」者のうち売上高が増加傾向である者の割合は

％であるのに対し、「活用していない」者では売上高が増加傾向である者の割合

が ％となっており、 を「活用している」者の方が業績傾向が良いことが分か

る。

第 図 宣伝面における 活用の有無と売上高の傾向

活用していない

活用している

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 宣伝面における 活用の有無と売上高の傾向
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	 3	 インターネットでの受注状況について

第1-2-19図は、インターネットでの受注を導

入している小規模事業者について、直近決算時の

売上高に占めるインターネットでの受注比率を示

したものである。

これを見ると、インターネットでの受注を導入

したものの売上が立っていない者が約1割いるほ
か、「1％以上～20％未満」の者が約6割を占めて
おり、両者を合わせて約7割の者の受注比率は

0％～20％未満となっている。このように、小規
模事業者におけるインターネットでの受注につい

ては、総じて低い水準であることが分かる。

また、第1-2-20図は、インターネットでの受

注比率と売上高の傾向を分析したものである。

これを見ると、インターネット受注比率の高い

者の方が、売上高が増加傾向にあることがうかが

える。

第1-2-19図 売上高に占めるインターネットでの受注比率
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3. インターネットでの受注状況について 

第 1-2-19 図は、インターネットでの受注を導入している小規模事業者について、

直近決算時の売上高に占めるインターネットでの受注比率を示したものである。 

これを見ると、インターネットでの受注を導入したものの売上が立っていない者が
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また、第 1-2-20 図は、インターネットでの受注比率と売上高の傾向を分析したも

のである。 

これを見ると、インターネット受注比率の高い者の方が、売上高が増加傾向にある

ことがうかがえる。 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、（株）日本アプライドリサーチ研究所）

(n=832)
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第 1-2-20 図 インターネット受注比率と売上高の傾向 
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3. インターネットでの受注状況について 

第 1-2-19 図は、インターネットでの受注を導入している小規模事業者について、

直近決算時の売上高に占めるインターネットでの受注比率を示したものである。 
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のである。 
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	 4	 「ホームページ」や「ブログ、SNS」の更新頻度について

第1-2-21図は「ホームページ」の更新頻度に
ついて示したものである。これを見ると約6割近
くが「不定期」の更新であるが、毎日～1ケ月ご
とに更新する者も約3割を占める。
第1-2-22図は、「ホームページ」の更新頻度を

業種別に示したものである。これを見ると、「生
活関連サービス業」や「その他のサービス業」、
「小売業」、「その他の業種」では毎日～1ケ月ご
との更新頻度が多いことがうかがえる。

第1-2-21図 「ホームページ」の更新頻度
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第 1-2-22 図 「ホームページ」の更新頻度(業種別) 

6.9%

9.2%

12.9%

9.8%

11.6%

6.1%

9.1%

10.6%

19.0%

19.0%

11.9%

16.9%

18.7%

15.1%

18.8%

18.5%

24.2%

25.0%

25.5%

17.2%

20.3%

18.6%

10.2%

8.5%

11.8%

11.6%

9.8%

15.2%

6.8%

10.6%

12.2%

8.5%

10.4%

63.5%

59.7%

57.0%

58.0%

55.5%

51.5%

58.0%

50.0%

48.6%

50.3%

56.1%

2.6%

3.9%

3.2%

1.8%

4.6%

3.0%

1.1%

3.2%

2.9%

2.0%

2.9%

0% 50% 100%

製造業(n=509)

建設業(n=283)

宿泊業(n=93)

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=112)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=173)

卸売業(n=66)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業(n=88)

その他の業種(n=94)

小売業(n=442)

その他のサービス業(n=153)

全体(n=2,013)

毎日～毎週 2週間～1ヶ月 2ヶ月～6ヶ月 不定期 その他

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注)1.「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

2.「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。
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2.「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。
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次に第1-2-23図は、「ブログ、SNS」の更新頻
度について示したものである。

これを見ると「不定期」が28.7％と最も多く、
「毎日」が15.5％、「毎週」が29.1％、「2週間」が
13.5％、「1ケ月」が9.4％、「2ケ月～6ケ月」が
2.9％となっており、毎日～2週間ごとに更新して

いる者が約6割を占めている。
これを業種別に示したものが、第1-2-24図で

ある。これを見ると「宿泊業」、「その他のサービ
ス業」、「小売業」などの更新頻度が高く、「製造
業」や「卸売業」などは更新頻度が低いことが分
かる。

第1-2-23図 「ブログ、SNS」の更新頻度
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これを見ると「不定期」が ％と最も多く、「毎日」が ％、「毎週」が ％、

「 週間」が ％、「 ケ月」が ％、「 ケ月～ ケ月」が ％となっており、

毎日～ 週間ごとに更新している者が約 割を占めている。
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の他のサービス業」、「小売業」などの更新頻度が高く、「製造業」や「卸売業」など
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注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。
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注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。
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また、「ブログ、SNS」の更新頻度と売上高の
傾向を示したものが、第1-2-25図である。

これを見ると、「ブログ、SNS」の更新頻度と

売上高の傾向との間には明確な相関はないが、

「毎日」更新している者については、売上高の増
加が高い傾向にあるといえる。

第1-2-25図 「ブログ、SNS」の更新頻度と売上高の傾向

また、「ブログ、 」の更新頻度と売上高の傾向を示したものが、第 図で

ある。

これを見ると、「ブログ、 」の更新頻度と売上高の傾向との間には明確な相関は

ないが、「毎日」更新している者については、売上高の増加が高い傾向にあるといえ

る。

第 図 「ブログ、 」の更新頻度と売上高の傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「ブログ、 」の更新頻度と売上高の傾向

	 第3節	 小規模事業者の効率的な経営に向けた取組

本節では、小規模事業者による効率的な経営に 向けた取組の状況等について見ていくこととする。

	 1	 自社の取引の記帳頻度や決算頻度について

第1-2-26図は、小規模事業者の経営活動面に

おいて、最も基本となる、自社取引の記帳頻度に

ついて示したものである。これを見ると、「毎月」
が34.7％と最も多く、次いで「毎日」が22.6％、
「毎週」が15.8％と、毎日～毎月の範囲で記帳し
ている者が全体の約7割を占めている。

これを、業種別に示したものが第1-2-27図で

ある。これを見ると、記帳頻度が高い業種は「卸
売業」、「小売業」、「宿泊業」などであり、「飲食
サービス業」や「その他のサービス業」、「建設
業」などは相対的に記帳頻度が低い。
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第1-2-26図 自社取引（売上、原価、営業経費等）にかかる記帳の頻度
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、㈱日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-26図 自社取引(売上、原価、営業経費等)にかかる記帳の頻度

 

第 1-2-27 図 自社取引(売上、原価、営業経費等)にかかる記帳の頻度(業種別) 
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全体(n=4,857)

毎日 毎週 毎月 2ヶ月～半年毎 1年毎 不定期 記帳したことがない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注)1.「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

2.「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

第1-2-27図 自社取引(売上、原価、営業経費等)にかかる記帳の頻度(業種別)

 

第1-2-27図 自社取引（売上、原価、営業経費等）にかかる記帳の頻度（業種別）
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第3節  小規模事業者の効率的な経営に向けた取組 

本節では、小規模事業者による効率的な経営に向けた取組の状況等について見てい

くこととする。 

1. 自社の取引の記帳頻度や決算頻度について 

第 1-2-26 図は、小規模事業者の経営活動面において、最も基本となる、自社取引

の記帳頻度について示したものである。これを見ると、「毎月」が 34.7％と最も多く、 

次いで「毎日」が 22.6％、「毎週」が 15.8％と、毎日～毎月の範囲で記帳している者

が全体の約 7割を占めている。 

これを、業種別に示したものが第 1-2-27 図である。これを見ると、記帳頻度が高

い業種は「卸売業」、「小売業」、「宿泊業」などであり、「飲食サービス業」や「その

他のサービス業」、「建設業」などは相対的に記帳頻度が低い。 

第 1-2-26 図 自社取引(売上、原価、営業経費等)にかかる記帳の頻度 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、㈱日本アプライドリサーチ研究所)
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小売業(n=1,242)

卸売業(n=171)

全体(n=4,857)

毎日 毎週 毎月 2ヶ月～半年毎 1年毎 不定期 記帳したことがない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注)1.「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

2.「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

第1-2-27図 自社取引(売上、原価、営業経費等)にかかる記帳の頻度(業種別)
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また、記帳頻度と売上総利益（粗利）の傾向を
示したものが、第1-2-28図である。

これを見ると、記帳頻度と売上総利益（粗利）

の傾向の間には明確な相関は見られないが、記帳

頻度の多い方が、売上総利益（粗利）が増加傾向
とする者の割合がやや高い傾向にあるといえる。

第1-2-28図 自社取引にかかる記帳頻度と売上総利益（粗利）の傾向

また、記帳頻度と売上総利益 粗利 の傾向を示したものが、第 図である。

これを見ると、記帳頻度と売上総利益 粗利 の傾向の間には明確な相関は見られな

いが、記帳頻度の多い方が、売上総利益 粗利 が増加傾向とする者の割合がやや高い

傾向にあるといえる。

第 図 自社取引にかかる記帳頻度と売上総利益 粗利 の傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、（株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 自社取引にかかる記帳頻度と売上総利益 粗利 の傾向

第1-2-29図は、小規模事業者が決算又は棚卸

を行う頻度について示したものである。これを見

ると、「1年毎」が65.3％と最も多く、全体の6割
を超えており、次いで「毎月」が16.8％、「6ｹ月
毎」が9.5％、「3ｹ月毎」が7.4％となっている。
さらに、これを業種別に示したものが、第1-2-

30図である。これを見ると、最も決算又は棚卸

を行う頻度が高い業種は「製造業」であり、次い
で「その他の業種」、「建設業」などとなってい
る。他方、「宿泊業」や「生活関連サービス業」、
「飲食サービス業」などにおいて、決算や棚卸し
の頻度が相対的に低いことが分かる。

第1-2-29図 自社の決算・棚卸の頻度

第 図は、小規模事業者が決算又は棚卸を行う頻度について示したものであ

る。これを見ると、「 年毎」が ％と最も多く、全体の 割を超えており、次い

で「毎月」が ％、「 ｹ月毎」が ％、「 ｹ月毎」が ％となっている。

さらに、これを業種別に示したものが、第 図である。これを見ると、最も

決算又は棚卸を行う頻度が高い業種は「製造業」であり、次いで「その他の業種」、「建

設業」などとなっている。他方、「宿泊業」や「生活関連サービス業」、「飲食サービ

ス業」などにおいて、決算や棚卸しの頻度が相対的に低いことが分かる。

第 図 自社の決算・棚卸の頻度
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、㈱日本アプライドリサーチ研究所

第 図 自社の決算・棚卸の頻度

第 図 自社の決算・棚卸の頻度 業種別
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。
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第1-2-30図 自社の決算・棚卸の頻度（業種別）

第 図は、小規模事業者が決算又は棚卸を行う頻度について示したものであ

る。これを見ると、「 年毎」が ％と最も多く、全体の 割を超えており、次い

で「毎月」が ％、「 ｹ月毎」が ％、「 ｹ月毎」が ％となっている。

さらに、これを業種別に示したものが、第 図である。これを見ると、最も

決算又は棚卸を行う頻度が高い業種は「製造業」であり、次いで「その他の業種」、「建

設業」などとなっている。他方、「宿泊業」や「生活関連サービス業」、「飲食サービ

ス業」などにおいて、決算や棚卸しの頻度が相対的に低いことが分かる。

第 図 自社の決算・棚卸の頻度
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、㈱日本アプライドリサーチ研究所

第 図 自社の決算・棚卸の頻度

第 図 自社の決算・棚卸の頻度 業種別
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

第 図 自社の決算・棚卸の頻度 業種別

また、「自社の決算・棚卸の頻度と売上高の傾
向」を示したものが第1-2-31図、「自社の決算や
棚卸しの頻度と売上総利益（粗利）の傾向」を示
したものが第1-2-32図である。

双方のグラフを見ると、決算又は棚卸しの頻度

が多いほど、売上高や売上総利益（粗利）が増加
する傾向が明確に見て取れる。このことから、決

算や棚卸をこまめに行うことは、小規模事業者が

効率的な経営をする上で重要な要素であるといえ

よう。

第1-2-31図 自社の決算・棚卸の頻度と売上高の傾向

また、「自社の決算・棚卸の頻度と売上高の傾向」を示したものが第 図、「自

社の決算や棚卸しの頻度と売上総利益 粗利 の傾向」を示したものが第 図で

ある。

双方のグラフを見ると、決算又は棚卸しの頻度が多いほど、売上高や売上総利益 粗

利 が増加する傾向が明確に見て取れる。このことから、決算や棚卸をこまめに行う

ことは、小規模事業者が効率的な経営をする上で重要な要素であるといえよう。

第 図 自社の決算・棚卸の頻度と売上高の傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 自社の決算・棚卸の頻度と売上高の傾向

第 図 自社の決算・棚卸の頻度と売上総利益 粗利 の傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 自社の決算・棚卸の頻度と売上総利益 粗利 の傾向
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第1-2-32図 自社の決算・棚卸の頻度と売上総利益（粗利）の傾向

また、「自社の決算・棚卸の頻度と売上高の傾向」を示したものが第 図、「自

社の決算や棚卸しの頻度と売上総利益 粗利 の傾向」を示したものが第 図で

ある。

双方のグラフを見ると、決算又は棚卸しの頻度が多いほど、売上高や売上総利益 粗

利 が増加する傾向が明確に見て取れる。このことから、決算や棚卸をこまめに行う

ことは、小規模事業者が効率的な経営をする上で重要な要素であるといえよう。

第 図 自社の決算・棚卸の頻度と売上高の傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 自社の決算・棚卸の頻度と売上高の傾向

第 図 自社の決算・棚卸の頻度と売上総利益 粗利 の傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 自社の決算・棚卸の頻度と売上総利益 粗利 の傾向

	 2	 経営計画の策定状況等について

第1-2-33図は、小規模事業者における経営計

画の作成の有無を示したものである。

これを見ると、「作成したことがある」者は

53.0％にとどまっており、約半数の小規模事業者
が経営計画を作成したことがないことが分かる。

第1-2-33図 経営計画（事業計画や収支計画など）の作成の有無
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2. 経営計画の策定状況等について 

 第1-2-33図は、小規模事業者における経営計画の作成の有無を示したものである。 

 これを見ると、「作成したことがある」者は 53.0％にとどまっており、約半数の小

規模事業者が経営計画を作成したことがないことが分かる。 

第 1-2-33 図 経営計画(事業計画や収支計画など)の作成の有無 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-33図 経営計画(事業計画や収支計画など)の作成の有無

 

 

また、小規模事業者の経営計画の作成の有無について、個人事業者と法人別に示し

たものが第 1-2-34 図である。 

これを見ると、経営計画を作成したことがある者は、個人事業者では 43.9％である

のに対し、法人では 64.0％となっており、法人の方が経営計画を作成した割合が高い

ことが分かる。 

第 1-2-34 図 経営計画の作成の有無(個人事業者、法人別) 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-34図 経営計画の作成の有無(個人事業者、法人別)

 

また、小規模事業者の経営計画の作成の有無に

ついて、個人事業者と法人別に示したものが第

1-2-34図である。

これを見ると、経営計画を作成したことがある

者は、個人事業者では43.9％であるのに対し、法
人では64.0％となっており、法人の方が経営計画
を作成した割合が高いことが分かる。
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第1-2-34図 経営計画の作成の有無（個人事業者、法人別）
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2. 経営計画の策定状況等について 

 第1-2-33図は、小規模事業者における経営計画の作成の有無を示したものである。 

 これを見ると、「作成したことがある」者は 53.0％にとどまっており、約半数の小

規模事業者が経営計画を作成したことがないことが分かる。 

第 1-2-33 図 経営計画(事業計画や収支計画など)の作成の有無 

作成した

ことがある

53.0%

作成した

ことがない

47.0%

(n=4,857)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-33図 経営計画(事業計画や収支計画など)の作成の有無

 

 

また、小規模事業者の経営計画の作成の有無について、個人事業者と法人別に示し

たものが第 1-2-34 図である。 

これを見ると、経営計画を作成したことがある者は、個人事業者では 43.9％である

のに対し、法人では 64.0％となっており、法人の方が経営計画を作成した割合が高い

ことが分かる。 

第 1-2-34 図 経営計画の作成の有無(個人事業者、法人別) 

64.0%

43.9%

36.0%

56.1%

0% 50% 100%

法人(n=2,205)

個人事業者(n=2,652)

作成したことがある 作成したことがない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-34図 経営計画の作成の有無(個人事業者、法人別)

 

さらに、小規模事業者の経営計画の作成の有無

について業種別に示したものが、第1-2-35図で

ある。

これを見ると、「宿泊業（64.5％）」や「製造業
（64.0％）」、「飲食サービス業（58.6％）」などでは、

経営計画を作成した割合が相対的に高く、「建設
業（41.5％）」や「その他の業種（47.3％）」、「生
活関連サービス業（48.8％）」などでは、その割
合が相対的に低いことが分かる。

第1-2-35図 経営計画の作成の有無（業種別）

さらに、小規模事業者の経営計画の作成の有無について業種別に示したものが、第

図である。

これを見ると、「宿泊業 ％ 」や「製造業 ％ 」、「飲食サービス業 ％ 」

などでは、経営計画を作成した割合が相対的に高く、「建設業 ％ 」や「その他

の業種 ％ 」、「生活関連サービス業 ％ 」などでは、その割合が相対的に低

いことが分かる。

第 図 経営計画の作成の有無 業種別

建設業

その他の業種

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

その他のサービス業

卸売業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

製造業

宿泊業

全体

作成したことがある 作成したことがない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所）

注 「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 経営計画の作成の有無 業種別
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次に、「経営計画を作成した背景や動機」につ
いて示したものが、第1-2-36図である。

これを見ると、「補助金申請で必要となったか
ら」と「業績を向上させたいから」との回答が、
それぞれ約6割となった。
「業績を向上させたいから」や「経営状態を正

しく知りたかったから」、「自社の強みや弱みを知
りたいから」という自発的な回答も多く見られる
一方で、小規模事業者持続化補助金等の補助金申

請や融資申込を契機として経営計画を作成したと

する小規模事業者も多いことが分かる。

第1-2-36図 経営計画を作成した背景・動機（複数回答）

次に、「経営計画を作成した背景や動機」について示したものが、第 図であ

る。

これを見ると、「補助金申請で必要となったから」と「業績を向上させたいから」

との回答が、それぞれ約 割となった。

「業績を向上させたいから」や「経営状態を正しく知りたかったから」、「自社の強

みや弱みを知りたいから」という自発的な回答も多く見られる一方で、小規模事業者

持続化補助金等の補助金申請や融資申込を契機として経営計画を作成したとする小

規模事業者も多いことが分かる。

第 図 経営計画を作成した背景・動機 複数回答

補助金申請

で必要とな

ったから

業績を向上

させたいから

経営状態を

正しく知りた

かったから

自社の強み

や弱みを知

りたいから

融資を受ける

ために必要と

なったから

研修やセミナ

ー等で啓発を

受けたから

取引先説明

などで必要性

を感じたから

その他 特にない

位の回答

位の回答

位の回答

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位 つを回答。

第 図 経営計画を作成した背景・動機 複数回答

さらに、経営計画の作成に当たって、活用したり相談したりした機関や人について

は、「商工会・商工会議所の経営指導員」が最も多く、次いで「税理士や中小企業診

断士、経営コンサルタントなど」、「金融機関の担当者」、「ほかの経営者や経営者仲間」

が上位となっている 第 図 。

その一方、特定の機関や人に頼らず「自らの情報収集と独学」で経営計画を作成し

たとする者も ％と一定数存在する。

さらに、経営計画の作成に当たって、活用した

り相談したりした機関や人については、「商工
会・商工会議所の経営指導員」が最も多く、次い
で「税理士や中小企業診断士、経営コンサルタン
トなど」、「金融機関の担当者」、「ほかの経営者や

経営者仲間」が上位となっている（第1-2-37図）。
その一方、特定の機関や人に頼らず「自らの情

報収集と独学」で経営計画を作成したとする者も
24.7％と一定数存在する。
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第1-2-37図 経営計画作成時に活用または相談した機関や人（複数回答）
第 図 経営計画作成時に活用または相談した機関や人 複数回答

商工会、商

工会議所の

経営指導員
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企業診断士、
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の担当者
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収集と独学

ほかの経営

者や経営者

仲間

業界団体の

指導員やア

ドバイザー

取引先の

関係者

行政庁

の職員

その他 特にない

位の回答

位の回答

位の回答

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位 つを回答。

第 図 経営計画作成時に活用または相談した機関や人 複数回答

次に、経営計画を作成した効果について示したものが、第 図である。

これを見ると、「経営方針と目標が明確になった」及び「自社の強み・弱みを認識

できた」との回答がそれぞれ約 割となっているほか、「販路開拓のきっかけとなっ

た」が約 割、「資金繰りの状況が把握できた」が約 割となっている。

第 図 経営計画を作成した効果
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弱みを認識

できた

販路開拓の

きっかけと

なった

資金繰りの

状況が把握

できた
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交渉の役に

立った

ブランディ

ングに成功

した

その他 特に効果が

なかった

位の回答

位の回答

位の回答

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位 つを回答。

第 図 経営計画を作成した効果 複数回答

次に、経営計画を作成した効果について示した

ものが、第1-2-38図である。

これを見ると、「経営方針と目標が明確になっ
た」及び「自社の強み・弱みを認識できた」との

回答がそれぞれ約7割となっているほか、「販路
開拓のきっかけとなった」が約4割、「資金繰り
の状況が把握できた」が約3割となっている。

第1-2-38図 経営計画を作成した効果（複数回答）

第 図 経営計画作成時に活用または相談した機関や人 複数回答
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ドバイザー

取引先の

関係者

行政庁

の職員

その他 特にない

位の回答

位の回答

位の回答

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位 つを回答。

第 図 経営計画作成時に活用または相談した機関や人 複数回答

次に、経営計画を作成した効果について示したものが、第 図である。

これを見ると、「経営方針と目標が明確になった」及び「自社の強み・弱みを認識

できた」との回答がそれぞれ約 割となっているほか、「販路開拓のきっかけとなっ

た」が約 割、「資金繰りの状況が把握できた」が約 割となっている。

第 図 経営計画を作成した効果
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ングに成功

した

その他 特に効果が
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位 つを回答。

第 図 経営計画を作成した効果 複数回答
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続いて、経営計画を作成した効果として、経営

計画の作成の有無と業績傾向との相関を示したも

のが第1-2-39図である。

これを見ると、「作成したことがある」者の方
が「作成したことがない」者に比べて売上高が増
加傾向にあることが分かる。

第1-2-39図 経営計画の作成の有無と売上高の傾向

続いて、経営計画を作成した効果として、経営計画の作成の有無と業績傾向との相

関を示したものが第 図である。

これを見ると、「作成したことがある」者の方が「作成したことがない」者に比べ

て売上高が増加傾向にあることが分かる。

第 図 経営計画の作成の有無と売上高の傾向

作成したことがない

作成したことがある

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 経営計画の作成の有無と売上高の傾向

次に、経営計画を作成したことのない者に対し、今後、経営計画を作成する意向の

有無について聞いたものが第 図である。

これを見ると、「作成してみたいと思う」との回答は約 割と低くなっているが、「適

切なアドバイスがあれば作成してみたい」とする回答が約 割と過半数を占めている。

このことから、支援機関等が、小規模事業者の経営計画作成に対して適切なアドバイ

スを行うことが重要であることが分かる。

第 図 今後の経営計画作成の意向
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適切なｱﾄﾞﾊﾞｲｽが
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思わない

作成してみたいと思う

適切なアドバイスがあれば作成してみたい

作成したいとは思わない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 今後の経営計画作成の意向

次に、経営計画を作成したことのない者に対

し、今後、経営計画を作成する意向の有無につい

て聞いたものが第1-2-40図である。

これを見ると、「作成してみたいと思う」との
回答は約1割と低くなっているが、「適切なアド

バイスがあれば作成してみたい」とする回答が約
5割と過半数を占めている。このことから、支援
機関等が、小規模事業者の経営計画作成に対して

適切なアドバイスを行うことが重要であることが

分かる。

第1-2-40図 今後の経営計画作成の意向

続いて、経営計画を作成した効果として、経営計画の作成の有無と業績傾向との相

関を示したものが第 図である。

これを見ると、「作成したことがある」者の方が「作成したことがない」者に比べ

て売上高が増加傾向にあることが分かる。

第 図 経営計画の作成の有無と売上高の傾向

作成したことがない

作成したことがある

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 経営計画の作成の有無と売上高の傾向

次に、経営計画を作成したことのない者に対し、今後、経営計画を作成する意向の

有無について聞いたものが第 図である。

これを見ると、「作成してみたいと思う」との回答は約 割と低くなっているが、「適

切なアドバイスがあれば作成してみたい」とする回答が約 割と過半数を占めている。

このことから、支援機関等が、小規模事業者の経営計画作成に対して適切なアドバイ

スを行うことが重要であることが分かる。

第 図 今後の経営計画作成の意向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 今後の経営計画作成の意向
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また、「経営計画を作成したいと思わない」者
について、その理由を聞いたものが第1-2-41図

である。

これを見ると、多い順に「現状維持ができれば
良いため」が41.9％、次いで「計画など大仰なも
のは不要なため」（37.2％）、「経営内容を熟知して
いれば不要なため」（37.0％）、「時間的な余裕がな
いため」（33.4％）となっている。また、第1位の
回答に限ってみれば、「経営内容を熟知していれ

ば不要なため」が最も多い。
その一方で、「効果に懐疑的なため」や「どの

ように作成したら良いかわからないため」がそれ
ぞれ約2割あることから、行政庁や支援機関など
の支援者側においては、経営計画策定の効果や経

営計画の策定方法について、より分かりやすい形

で情報提供等を行っていく必要があるといえよ

う。

第1-2-41図 経営計画を作成したいと思わない理由（複数回答）

また、「経営計画を作成したいと思わない」者について、その理由を聞いたものが

第 図である。

これを見ると、多い順に「現状維持ができれば良いため」が ％、次いで「計画

など大仰なものは不要なため」 ％ 、「経営内容を熟知していれば不要なため」

％ 、「時間的な余裕がないため」 ％ となっている。また、第 位の回答

に限ってみれば、「経営内容を熟知していれば不要なため」が最も多い。

その一方で、「効果に懐疑的なため」や「どのように作成したら良いかわからない

ため」がそれぞれ約 割あることから、行政庁や支援機関などの支援者側においては、

経営計画策定の効果や経営計画の策定方法について、より分かりやすい形で情報提供

等を行っていく必要があるといえよう。

第 図 経営計画を作成したいと思わない理由 複数回答
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 複数回答は、選択肢のうち、最もあてはまるもの上位 つを回答。

第 図 経営計画を作成したいと思わない理由 複数回答
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「小規模事業者持続化補助金」について

小規模事業者の「事業の持続的発展」は小規模企業振興基本法（小規模基本法）の基本原則であるが、小規模事業

者の販路開拓による事業の持続的発展を支援する予算として小規模事業者持続化補助金が措置されてきた（平成25年

度、平成26年度、平成27年度の各補正予算）。ここでは、小規模事業者持続化補助金について概観する。

●事業概要（平成27年度補正予算）
本補助制度は、小規模事業者が、商工会・商工会議所と一体となって、販路開拓に取り組む費用（店舗の改装・改

修やチラシ・カタログの作成費用等）を支援している。

平成27年度補正予算においては、小規模事業者の経営を強化していくことを目指して、小規模事業者が販路開拓と合

わせて行う業務効率化・生産性向上に向けた取組も支援する。

なお、本補助金の申請に当たっては、小規模事業者に自らの経営計画に基づく経営を促すため、「経営計画書」の添

付を要件としている。

コラム1-2-1①図　小規模事業者持続化補助金の概要

【コラム 「小規模事業者持続化補助金」について】

小規模事業者の「事業の持続的発展」は小規模企業振興基本法 小規模基本法 の基

本原則であるが、小規模事業者の販路開拓による事業の持続的発展を支援する予算と

して小規模事業者持続化補助金が措置されてきた 平成 年度、平成 年度、平成

年度の各補正予算 。ここでは、小規模事業者持続化補助金について概観する。

●事業概要 平成 年度補正予算

本補助制度は、小規模事業者が、商工会・商工会議所と一体となって、販路開拓に

取り組む費用 店舗の改装・改修やチラシ・カタログの作成費用等 を支援している。

平成 年度補正予算においては、小規模事業者の経営を強化していくことを目指

して、小規模事業者が販路開拓と合わせて行う業務効率化・生産性向上に向けた取組

も支援する。

なお、本補助金の申請に当たっては、小規模事業者に自らの経営計画に基づく経営

を促すため、「経営計画書」の添付を要件としている。

コラム1-2-1①図　小規模事業者持続化補助金の概要

項目 概要

補助事業者 小規模事業者

補助対象経費 小規模事業者が、商工会議所・商工会の助言を受けて経営計画を作成し、
その計画に沿って販路開拓に取り組む費用

補助率 上記補助対象経費の2／3（補助上限50万円)
　※雇用増・海外展開・買い物弱者対策に取り組む場合：上限100万円
　※複数の事業者が連携して取り組む共同事業の場合：上限100万円～500万円

必須となる書類 経営計画に基づく経営の促進の観点から下記２点の書類が必須
　①商工会・商工会議所の支援を受けた経営計画書
　②商工会・商工会議所が作成する事業支援計画書
   （上記の経営計画書にのっとった事業計画の実行支援を行うもの）

補助対象となり得る
取組事例イメージ

①販促用チラシの作成、配布
②販促用ＰＲ（マスコミ媒体での広告、ウェブサイトでの広告）
③商談会、見本市への出展
④店舗改装（小売店の陳列レイアウト改良、飲食店の店舗改修を含む）
⑤商品パッケージ（包装）の改良
⑥ネット販売システムの構築
⑦移動販売、出張販売
⑧新商品の開発
⑨景品、販促品の製造、調達
⑩その他の販路開拓に取り組む費用

●事業の効果
前回の『2015年版小規模企業白書』においても、小規模事業者持続化補助金の効果を取り上げているが（同白書コ

ラム1-3-1）、その後、期間の経過を踏まえ、本補助金の効果にどのような傾向が見られるかを把握することとし、平成

25年度補正予算で同補助金を活用した採択事業者を対象に、追跡アンケート調査を実施した（2015年10月～11月。

なお、前回調査は2014年11月、2015年2月の2回実施）。

コラム
1-2-1
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本補助金では、経営計画の作成を要件としているが、今回の調査で、採択事業者に改めて聞いたところ、66.2％の者

が同補助金の活用をきっかけに初めて経営計画を作成したと回答している（コラム1-2-1②図）。

コラム1-2-1②図　経営計画書等の作成経験の有無

●事業の効果

前回の『 年版小規模企業白書』においても、小規模事業者持続化補助金の効果
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の効果にどのような傾向が見られるかを把握することとし、平成 年度補正予算で
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月～ 月。なお、前回調査は 年 月、 年 月の 回実施 。

本補助金では、経営計画の作成を要件としているが、今回の調査で、採択事業者に

改めて聞いたところ、 ％の者が同補助金の活用をきっかけに初めて経営計画を作

成したと回答している コラム ②図 。
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資料：中小企業庁「小規模事業者持続化補助金に関するアンケート調査」 年 、 月

コラム ②図 経営計画書等の作成経験の有無

年 月～ 月

また、経営計画の作成を行った小規模事業者の意識の変化についても、今回改めて、聞いたところ、「自社の強み・

弱みが明らかになった」及び「他の補助金や支援制度の活用についても関心を持った」とする回答が5割を超えたほか、

「新たな事業を企画できた」及び「事業の見直しを行うきっかけとなった」との回答が4割を超えるなど、過去の調査と

同様の傾向となっており、経営に向き合おうとする意識が継続しているものと考えられる（コラム1-2-1③図）。

人口が減少し、顧客獲得のための販路開拓が極めて重要な経営課題となる中、販路開拓の精度を高めるためにも、

自らの事業を足元から見直し、経営の方向性を定めるための経営計画づくりが必要となってきている。

なお、これらの経営計画書等を作成するため、採択事業者に支援の必要性を聞いたところ、87.0％の採択事業者が

「支援がなければ作成は難しい」と回答している（コラム1-2-1④図）。

コラム1-2-1③図　経営計画の作成を経た、小規模事業者の意識の変化（複数回答）

また、経営計画の作成を行った小規模事業者の意識の変化についても、今回改めて、

聞いたところ、「自社の強み・弱みが明らかになった」及び「他の補助金や支援制度

の活用についても関心を持った」とする回答が 割を超えたほか、「新たな事業を企

画できた」及び「事業の見直しを行うきっかけとなった」との回答が 割を超えるな
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資料：中小企業庁「小規模事業者持続化補助金に関するアンケート調査」 年 月～ 月

コラム ③図 経営計画の作成を経た、小規模事業者の意識の変化 複数回答
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資料：中小企業庁「小規模事業者持続化補助金に関するアンケート調査」 年 月～ 月

コラム ④図 経営計画書等の作成における支援の必要性

（
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コラム1-2-1④図　経営計画書等の作成における支援の必要性
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いるものと考えられる コラム ③図 。
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なお、これらの経営計画書等を作成するため、採択事業者に支援の必要性を聞いた

ところ、 ％の採択事業者が「支援がなければ作成は難しい」と回答している コ
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資料：中小企業庁「小規模事業者持続化補助金に関するアンケート調査」 年 月～ 月

コラム ③図 経営計画の作成を経た、小規模事業者の意識の変化 複数回答
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コラム ④図 経営計画書等の作成における支援の必要性

（

採択事業者の主要な取組についても、今回改めてアンケートで聞いたところ、多い順に、「店舗の改装・改修等」

（1,500件、19.1％）、「設備等の導入（リース・レンタル含む）」（1,239件、15.8％）、「チラシ・パンフレット・カタログ

等の作成・配布」（1,223件、15.6％）、「ホームページの作成・改良」（1,075件、13.7％）であった（コラム1-2-1⑤図）。

コラム1-2-1⑤図　採択事業者が取り組む「補助事業」

採択事業者の主要な取組についても、今回改めてアンケートで聞いたところ、多い

順に、「店舗の改装・改修等」 件、 ％ 、「設備等の導入 リース・レンタ

ル含む 」 件、 ％ 、「チラシ・パンフレット・カタログ等の作成・配布」

件、 ％ 、「ホームページの作成・改良」 件、 ％ であった コ

ラム ⑤図 。
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者持続化補助金に関するアンケート調査」 年 月～ 月
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コラム ⑤図 採択事業者が取り組む「補助事業」

取組の概要

補助事業者 株式会社秋田白神食品(秋田県山本郡三種町)

事業内容

・東北地方では粘り気のある商品が好まれる傾向があり秋田漬(｢いぶりが
  っこ」と「ぎばさ」を秘伝のたれに一緒に漬け込んだ粘り気のある漬物)
  の商品化に着手。
・首都圏で開催された、プロの農業者が参加する国産農産物・展示商談会
　「アグリフードEXPO東京2014」に出展。
・展示会出展に合わせ、テストマーケティング用パッケージのデザインや
　商品パンフレット、ポスター等を作成。

事業効果

・本商談会に新商品「秋田漬」を出展。出展参加をすることによって、来場
　者の食味・食感に対するニーズなど、貴重な情報収集ができた。
・出展した展示会を機に、数社から問合せが入り、現在商談を進めている。
・補助事業に取り組んだ結果、次の新商品開発や量産化に向けた課題が
　見えた。

　

コラム1-2-1⑥図  採択事業者の取組の事例

アグリフード 東京 年への出展 商品パッケージデザイン
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コラム1-2-1⑥図　採択事業者の取組の事例
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ル含む 」 件、 ％ 、「チラシ・パンフレット・カタログ等の作成・配布」

件、 ％ 、「ホームページの作成・改良」 件、 ％ であった コ

ラム ⑤図 。
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コラム ⑤図 採択事業者が取り組む「補助事業」

取組の概要

補助事業者 株式会社秋田白神食品(秋田県山本郡三種町)

事業内容

・東北地方では粘り気のある商品が好まれる傾向があり秋田漬(｢いぶりが
  っこ」と「ぎばさ」を秘伝のたれに一緒に漬け込んだ粘り気のある漬物)
  の商品化に着手。
・首都圏で開催された、プロの農業者が参加する国産農産物・展示商談会
　「アグリフードEXPO東京2014」に出展。
・展示会出展に合わせ、テストマーケティング用パッケージのデザインや
　商品パンフレット、ポスター等を作成。

事業効果

・本商談会に新商品「秋田漬」を出展。出展参加をすることによって、来場
　者の食味・食感に対するニーズなど、貴重な情報収集ができた。
・出展した展示会を機に、数社から問合せが入り、現在商談を進めている。
・補助事業に取り組んだ結果、次の新商品開発や量産化に向けた課題が
　見えた。

　

コラム1-2-1⑥図  採択事業者の取組の事例

アグリフード 東京 年への出展 商品パッケージデザイン
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採択事業者が事業に取り組んだ後、その効果はどうなっているであろうか。

前回アンケート調査では、既に事業を実施している採択事業者のうち、取引や顧客の獲得状況について51.3％が新た

な取引先や顧客を「獲得した」と回答し、また、売上の増加の状況では、35.0％が売上げが「増加した」との回答で

あった。

コラム1-2-1⑦図は、前回及び今回のアンケート調査により、取引先や顧客の獲得状況を示したものである。これを見

ると取引先や顧客の獲得状況について前回調査と比べて、新たな取引先や顧客を「獲得した」とする回答が上昇してい

る（前回：51.3％→今回：65.8％）。

また、コラム1-2-1⑧は売上の増加状況を示したものである。これを見ると前回調査と比べて、売上げが「増加した」

とする回答が増えている（前回：35.0％→今回：55.5％）ことが分かった。

このことは、補助金に効果の全てを結び付けることはできないものの、補助事業を活用した販路開拓の取組が、経営

の好循環につながっていることをうかがわせるものとなっている。

コラム1-2-1⑦図　小規模事業者持続化補助金活用による新たな取引先や顧客の獲得状況
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資料：中小企業庁「小規模事業者持続化補助金に関するアンケート調査」 年 月、 月～ 月
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資料：中小企業庁「小規模事業者持続化補助金に関するアンケート調査」 年 月、 月～ 月
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	 第4節	 小規模事業者の事業活動における経営課題への取組

本節では、小規模事業者の事業活動における中

長期的な側面と短期的な側面からの取組について

見ていくこととする。

	 1	 中長期的な経営課題に対する取組状況について

第1-2-42図は、小規模事業者における、「中長
期的な事業展開で重要と考えているもの」と「実
際に取り組んでいるもの」について聞いたもので
ある。

これを見ると、「重要と考えているもの」とし
ては、「既存事業の商圏（販路）拡大」が56.8％
であるほか、「既存事業の高付加価値化や工夫」
（51.6％）、「後継者や従業員の確保・育成」
（47.0％）、「既存事業の新商品・新サービスの開
発」（45.6％）などとなっている。販路開拓や既存

事業の高付加価値化、新商品等の開発、後継者や

人材確保などに関心が高いことが分かる。

一方、「実際に取り組んでいるもの」の回答割
合は、「重要と考えているもの」の回答割合より
も総じて低くなっており、項目により19.2～2.4
ポイントの差があることが分かる。中でも、「後
継者や従業員の確保・育成」については19.2ポイ
ントと最も大きな差となっており、小規模事業者

が重要性は高いと認識しつつも、取組が進んでい

ないことがうかがえる。

第1-2-42図 中長期的な事業展開で重要と考えているものと実際の取組（複数回答）
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-42図 中長期的な事業展開で重要と考えているものと実際の取組(複数回答)
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次に、小規模事業者の中には自社単独での開発

のみならず、他組織との連携により、新商品や新

サービスを開発した者も一定数存在すると思われ

る。

そこで、産学官連携や異業種交流などの他組織

との連携による新商品や新サービスの開発の有無

について示したものが、第1-2-43図である。

これを見ると、新商品や新サービスを「連携し
て開発したことがある」とした者が12.0％と全体

の約1割を占めていることが分かった。
この「連携して開発したことがある」と回答し

た者について、その内訳を業種別に示したものが

第1-2-44図である。

これを見ると、他組織との連携を行っている割

合が最も高いのは、「製造業」（23.5％）であるこ
とが分かる。また、「卸売業」も21.1％と他組織
との連携を行っている割合が高いことが分かる。

第1-2-43図 他組織との連携による新商品や新サービスの開発の有無
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「サービス業」の内訳として、生活関連サービス業、専門・技術サービス業、娯楽業、教育，学習支援業、医療・福祉、その他サービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。
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	 2	 短期的な経営課題に対する取組状況について

次に、短期的側面からの取組を見てみることと

する。

第1-2-45図は小規模事業者が日々の経営努力

の中で実際に行っている取組について示したもの

である。

これを見ると、「集客・販売力向上」が49.2％
と最も多く、次いで「業界団体のセミナー参加な
どによる情報収集」（48.1％）、「従業員の技術・技
能の向上」（29.9％）、「人件費抑制や経費節約」

（29.1％）、「仕入値の抑制努力」（28.4％）となっ
ている。

「特に取り組んでいない」との回答は7.3％にと
どまっており、小規模事業者が短期的な経営課題

に対して何らかの取組を行っていることが分か

る。他方で、約半数の者が取り組んでいる集客・

販売力の向上やセミナー等による情報収集を除け

ば、その取組割合は総じて低いものとなってい

る。

第1-2-45図 日々の経営努力の中で実際に取り組んでいるもの（複数回答）
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-45図 日々の経営努力の中で実際に取り組んでいるもの(複数回答)

(n=4,857)

 

 

また、小規模事業者が業績を向上させる上で、いわゆるリピーター客を少しずつ増

やし、固定客化を促進することも重要な要素として考えられる。第 1-2-46 図は小規

模事業者がリピーター客を獲得するために実際に行っている取組の状況について示

したものである。 

これを見ると、「商品・サービスの信頼性(味を含む)の追求」が 51.3％と最も多く、

次いで「納期遵守や丁寧な接客に基づく信頼獲得」が 44.1％など、商品・サービス自

体や会社、経営者自体の信頼性の確保・獲得に力点を置いていることがうかがえる。 

また、小規模事業者が業績を向上させる上で、

いわゆるリピーター客を少しずつ増やし、固定客

化を促進することも重要な要素として考えられ

る。第1-2-46図は小規模事業者がリピーター客

を獲得するために実際に行っている取組の状況に

ついて示したものである。

これを見ると、「商品・サービスの信頼性（味
を含む）の追求」が51.3％と最も多く、次いで
「納期遵守や丁寧な接客に基づく信頼獲得」が
44.1％など、商品・サービス自体や会社、経営者
自体の信頼性の確保・獲得に力点を置いているこ

とがうかがえる。
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第1-2-46図 リピーター客獲得のための取組（複数回答）
第 図 リピーター客獲得のための取組 複数回答

商品･ｻｰﾋﾞｽ

の信頼性

味を含む

の追求

納期遵守や

丁寧な接客

に基づく信

頼獲得

心地よい

店舗･事業

所作り

顧客名簿の

作成･管理

多頻度小口

注文･配送へ

の対応

ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙや

ﾒﾙﾏｶﾞによる

商品案内

ﾎﾟﾝﾄｶｰﾄﾞ､

会員制など

の工夫

顧客参加型

の説明会･

体験会 試食

販売含む

その他 特に取り組

んでいない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「特に取り組んでいない」を選択した者は、ほかの項目は選択していない。

第 図 リピーター客獲得のための取組 複数回答

第 図は、小規模事業者の経営上の悩みや課題の解決に際し、利用したこと

のある支援機関等について示したものである。

これを見ると、「商工会や商工会議所」以外では、「経営者仲間」 ％ 、「税理

士や経営コンサルタントなど」 ％ 、「金融機関」 ％ 、「取引先の関係者」

％ などとなっている。

その一方で、「これまで利用したことはない」との回答は ％のみであり、小規模

事業者は経営上の悩みや課題に対して何らかの支援機関等を利用していることが分

かる。

第 図 経営上の悩みや課題の解決に際し利用したことのある支援機関等 複数回答

商工会や

商工会議所

経営者

仲間

税理士や

経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

など

金融機関 取引先の

関係者

業界団体

の事務局

や有識者

国の支援

機関 よろ

ず支援拠

点、中小

機構など

自治体の

支援機関

（産業支援

ｾﾝﾀｰなど）

これまで

利用した

ことはない

その他

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「これまで利用したことはない」を選択した者は、ほかの項目は選択していない。

第 図 経営上の悩みや課題の解決に際し利用したことのある支援機関等 複数回答

ﾎﾟｲﾝﾄｶｰﾄﾞ、

第1-2-47図は、小規模事業者の経営上の悩み

や課題の解決に際し、利用したことのある支援機

関等について示したものである。

これを見ると、「商工会や商工会議所」以外で
は、「経営者仲間」（36.7％）、「税理士や経営コン
サルタントなど」（32.4％）、「金融機関」（25.7％）、

「取引先の関係者」（19.0％）などとなっている。
その一方で、「これまで利用したことはない」

との回答は3.3％のみであり、小規模事業者は経
営上の悩みや課題に対して何らかの支援機関等を

利用していることが分かる。

第1-2-47図 経営上の悩みや課題の解決に際し利用したことのある支援機関等（複数回答）

第 図 リピーター客獲得のための取組 複数回答
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の工夫

顧客参加型
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その他 特に取り組

んでいない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「特に取り組んでいない」を選択した者は、ほかの項目は選択していない。

第 図 リピーター客獲得のための取組 複数回答

第 図は、小規模事業者の経営上の悩みや課題の解決に際し、利用したこと

のある支援機関等について示したものである。

これを見ると、「商工会や商工会議所」以外では、「経営者仲間」 ％ 、「税理

士や経営コンサルタントなど」 ％ 、「金融機関」 ％ 、「取引先の関係者」

％ などとなっている。

その一方で、「これまで利用したことはない」との回答は ％のみであり、小規模

事業者は経営上の悩みや課題に対して何らかの支援機関等を利用していることが分

かる。

第 図 経営上の悩みや課題の解決に際し利用したことのある支援機関等 複数回答

商工会や

商工会議所

経営者

仲間

税理士や

経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

など

金融機関 取引先の

関係者

業界団体

の事務局

や有識者

国の支援

機関 よろ

ず支援拠

点、中小

機構など

自治体の

支援機関

（産業支援

ｾﾝﾀｰなど）

これまで

利用した

ことはない

その他

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「これまで利用したことはない」を選択した者は、ほかの項目は選択していない。

第 図 経営上の悩みや課題の解決に際し利用したことのある支援機関等 複数回答
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	 3	 産業財産権や知的資産について

本項では、中長期的側面からの取組の例とし

て、産業財産権や知的資産の保有状況について見

ることとする。

第1-2-48図は、産業財産権の保有状況と保有

している産業財産権の種類を示したものである。

これを見ると、産業財産権を「保有している」

者は全体の6.0％であった。保有する産業財産権
の種類を見ると「商標権」が58.4％を占め最も多
く、続いて「特許権」（20.2％）、「意匠権」（10.8％）、
「実用新案権」（10.5％）となっていることが分か
る。

第1-2-48図 産業財産権の保有状況と保有している産業財産権の種類
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3. 産業財産権や知的資産について 

本項では、中長期的側面からの取組の例として、産業財産権や知的資産の保有状況

について見ることとする。 

第 1-2-48 図は、産業財産権の保有状況と保有している産業財産権の種類を示した

ものである。 

これを見ると、産業財産権を「保有している」者は全体の 6.0％であった。保有す

る産業財産権の種類を見ると「商標権」が 58.4％を占め最も多く、続いて「特許権」

(20.2％)、「意匠権」(10.8％)、「実用新案権」(10.5％)となっていることが分かる。 

第 1-2-48 図 産業財産権の保有状況と保有している産業財産権の種類 

保有している

6.0%

保有していない

94.0%

保有している

(n=293)

保有していない

(n=4,564)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注)1.「産業財産権」は、知的財産権のうち、特許権、実用新案権、意匠権、商標権の４つをいい、特許庁が所管している。

2.「特許権」は、新しい発明を保護するもので、権利期間は出願から20年。

3.「実用新案権」は、物品の構造・形状の考案を保護するもので、権利期間は出願から20年。

4.「意匠権」は、物品のデザインを保護するもので、権利期間は登録から20年。

5.「商標権」は、商品やサービスに使用するマークを保護するもので、権利期間は登録から10年。更新あり。

6. 産業財産権の保有者(293者)が保有する産業財産権の件数は315件。産業財産権を複数保有する者がいることに留意。

第1-2-48図 産業財産権の保有状況と保有している産業財産権の種類

(n=4,857)

産業財産権の保有状況 保有する産業財産権の種類（複数回答）

商標権

58.4%特許権

20.2%

意匠権

10.8%

実用新案

権 10.5%
商標権(n=205)

特許権(n=71)

意匠権(n=38)

実用新案権(n=37)

(n=351)

 

また、産業財産権の保有状況について業種別に

見たものが、第1-2-49図である。

これを見ると、「製造業」が最も多く、17.9％
の事業者が保有しており、小規模事業者であって

も約6者に1者が産業財産権を保有していること
が分かる。また、「卸売業」も9.4％と相対的に保

有比率が高い。

その一方、「サービス業」が1.9％、「宿泊，飲
食サービス業」が3.1％、「その他の業種」が3.2％、
「建設業」が3.4％、「小売業」が3.4％となってお
り、これらの業種においては相対的に保有比率が

低いものとなっている。
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第1-2-49図 産業財産権の保有状況（業種別）

また、産業財産権の保有状況について業種別に見たものが、第 図である。

これを見ると、「製造業」が最も多く、 ％の事業者が保有しており、小規模事

業者であっても約 者に 者が産業財産権を保有していることが分かる。また、「卸

売業」も ％と相対的に保有比率が高い。

その一方、「サービス業」が ％、「宿泊，飲食サービス業」が ％、「その他の

業種」が ％、「建設業」が ％、「小売業」が ％となっており、これらの業種

においては相対的に保有比率が低いものとなっている。

第 図 産業財産権の保有状況 業種別

サービス業

宿泊、飲食サービス業

その他の業種

建設業

小売業

卸売業

製造業

全体

保有している 保有していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

「サービス業」の内訳として、生活関連サービス業、専門・技術サービス業、娯楽業、教育，学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

第 図 産業財産権の保有状況 業種別

第 図は、産業財産権の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向を比較したも

のである。これを見ると「保有している」者の売上総利益 粗利 の増加傾向は ％

であるのに対し、「保有していない」者の売上総利益 粗利 の増加傾向は ％とな

っており、産業財産権を保有している者の方が、業績傾向が良いことが分かる。

第 図 産業財産権の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向

保有していない

保有している

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 産業財産権の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向

第1-2-50図は、産業財産権の保有の有無と売

上総利益（粗利）の傾向を比較したものである。
これを見ると「保有している」者の売上総利益
（粗利）の増加傾向は30.0％であるのに対し、「保

有していない」者の売上総利益（粗利）の増加傾
向は21.9％となっており、産業財産権を保有して
いる者の方が、業績傾向が良いことが分かる。

第1-2-50図 産業財産権の保有の有無と売上総利益（粗利）の傾向

また、産業財産権の保有状況について業種別に見たものが、第 図である。

これを見ると、「製造業」が最も多く、 ％の事業者が保有しており、小規模事

業者であっても約 者に 者が産業財産権を保有していることが分かる。また、「卸

売業」も ％と相対的に保有比率が高い。

その一方、「サービス業」が ％、「宿泊，飲食サービス業」が ％、「その他の

業種」が ％、「建設業」が ％、「小売業」が ％となっており、これらの業種

においては相対的に保有比率が低いものとなっている。

第 図 産業財産権の保有状況 業種別

サービス業

宿泊、飲食サービス業

その他の業種

建設業

小売業

卸売業

製造業

全体

保有している 保有していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

「サービス業」の内訳として、生活関連サービス業、専門・技術サービス業、娯楽業、教育，学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

第 図 産業財産権の保有状況 業種別

第 図は、産業財産権の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向を比較したも

のである。これを見ると「保有している」者の売上総利益 粗利 の増加傾向は ％

であるのに対し、「保有していない」者の売上総利益 粗利 の増加傾向は ％とな

っており、産業財産権を保有している者の方が、業績傾向が良いことが分かる。

第 図 産業財産権の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向

保有していない

保有している

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 産業財産権の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向

次に、「知的資産」の保有状況についても見て
みることとする。

「知的資産」とは、人材、技術、組織力、顧客
とのネットワーク、ブランドなど、目に見えない

資産のことを意味し、「産業財産権」などの権利
化された「知的財産」だけではなく、事業者の強
みとなる資産を総称する幅広い考え方である。

今回、この「知的資産」について上記定義を紹
介しながらアンケートでその保有状況を聞いたも

のが、第1-2-51図である。

これを見ると、全体の25.1％が「知的資産」を
保有しているとの認識を有していることが分かっ

た。
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第1-2-51図 「知的資産」の保有状況

次に、「知的資産」の保有状況についても見てみることとする。

｢知的資産｣とは､人材､技術､組織力､顧客とのネットワーク､ブランドなど､目に見

えない資産のことを意味し、｢産業財産権｣などの権利化された｢知的財産｣だけではな

く、事業者の強みとなる資産を総称する幅広い考え方である。

今回、この「知的資産」について上記定義を紹介しながらアンケートでその保有状

況を聞いたものが、第 図である。

これを見ると、全体の ％が「知的資産」を保有しているとの認識を有している

ことが分かった。

第 図 「知的資産」の保有状況

保有している

保有していない

保有している

保有していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「知的資産」とは、人材、技術、組織力、顧客とのネットワーク、ブランドなど、目に見えない資産のことを意味し、

「産業財産権」などの権利化された「知的財産」ではなく、事業者の強みとなる資産を総称する考え方をいう。

第 図 「知的資産」の保有状況

また、知的資産の保有状況について、業種別に見たものが第 図である。

これを見ると、「製造業」の保有比率が ％と最も高くなっている。そのほかの

業種では、約 ～ 割の者が「知的資産」を保有していることが分かる。

小規模事業者における｢知的資産｣は、事業活動における様々な｢知恵｣や｢工夫｣、｢経

験｣などが含まれ、実態としては今回の調査結果よりも、より多くの者が知的資産を

保有しているものと思われる。今回の調査結果において知的資産を保有しているとの

回答が少なかったのは、小規模事業者の多くが自身の持つ｢知恵｣や｢工夫｣、｢経験｣な

どについて「資産」という捉え方をしていないためではないかと考えられる。小規模

事業者には、自らが保有する「知的資産」を再認識し、これを積極的に活用していく

ことが期待される。

また、知的資産の保有状況について、業種別に

見たものが第1-2-52図である。

これを見ると、「製造業」の保有比率が35.5％
と最も高くなっている。そのほかの業種では、約

2～3割の者が「知的資産」を保有していること
が分かる。

小規模事業者における「知的資産」は、事業活
動における様々な「知恵」や「工夫」、「経験」な
どが含まれ、実態としては今回の調査結果より

も、より多くの者が知的資産を保有しているもの

と思われる。今回の調査結果において知的資産を

保有しているとの回答が少なかったのは、小規模

事業者の多くが自身の持つ「知恵」や「工夫」、
「経験」などについて「資産」という捉え方をし
ていないためではないかと考えられる。小規模事

業者には、自らが保有する「知的資産」を再認識
し、これを積極的に活用していくことが期待され

る。

第1-2-52図 知的資産の保有状況（業種別）
第 図 知的資産の保有状況 業種別

小売業

その他の業種

サービス業

建設業

宿泊、飲食サービス業

卸売業

製造業

全体

保有している 保有していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所）

注 「サービス業」の内訳として、生活関連サービス業、専門・技術サービス業、娯楽業、教育，学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 知的資産の保有状況 業種別

第 図は、知的資産の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向を比較したもの

である。

これを見ると「保有している」者の売上総利益 粗利 の増加傾向は ％であるの

に対し、「保有していない」者の売上総利益 粗利 の増加傾向は ％と、知的資産

を保有していると認識している者の方が、業績傾向が良いことが分かる。

第 図 知的資産の保有状況における売上総利益 粗利 の傾向

保有していない

保有している

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 知的資産の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向
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第1-2-53図は、知的資産の保有の有無と売上

総利益（粗利）の傾向を比較したものである。
これを見ると「保有している」者の売上総利益

（粗利）の増加傾向は29.0％であるのに対し、「保

有していない」者の売上総利益（粗利）の増加傾
向は20.2％と、知的資産を保有していると認識し
ている者の方が、業績傾向が良いことが分かる。

第1-2-53図 知的資産の保有状況における売上総利益（粗利）の傾向

第 図 知的資産の保有状況 業種別

小売業

その他の業種

サービス業

建設業

宿泊、飲食サービス業

卸売業

製造業

全体

保有している 保有していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所）

注 「サービス業」の内訳として、生活関連サービス業、専門・技術サービス業、娯楽業、教育，学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 知的資産の保有状況 業種別

第 図は、知的資産の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向を比較したもの

である。

これを見ると「保有している」者の売上総利益 粗利 の増加傾向は ％であるの

に対し、「保有していない」者の売上総利益 粗利 の増加傾向は ％と、知的資産

を保有していると認識している者の方が、業績傾向が良いことが分かる。

第 図 知的資産の保有状況における売上総利益 粗利 の傾向

保有していない

保有している

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 知的資産の保有の有無と売上総利益 粗利 の傾向

	 第5節	 小規模事業者の人材の確保と育成

小規模事業者の従業者数は全業種平均で約3.5
人と極めて少ない。このように数少ない人材で事

業を継続する小規模事業者にとって、人材の確保

と育成は、極めて重要な課題であると考えられる。

本節では、小規模事業者における人材の確保と

育成状況について見ていくこととする。

	 1	 小規模人材育成の取組の状況

第1-2-54図は、小規模事業者が直近3年以内に
行った人材育成に関する取組の有無について示し

たものである。

これを見ると、「取り組んでいる」とした者は
全体の4割に満たず、小規模事業者の6割以上が
人材育成に取り組めていないことが分かる。

さらに、これを業種別に示したものが第1-2-

55図である。

これを見ると、最も人材育成に「取り組んでい
る」とする割合が高かったのは「建設業」であ
り、47.5％となっている。次いで「製造業」
46.3％、「その他の業種」42.3％、「専門・技術サー
ビス業」40.1％となっている。
他方、「取り組んでいる」とする割合が相対的

に低い業種は、「飲食サービス業」（28.1％）や
「小売業」（28.5％）となっている。
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第1-2-54図 人材育成の取組の有無（直近3年以内）
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小規模事業者の従業者数は全業種平均で約 3.5 人と極めて少ない。このように数少

ない人材で事業を継続する小規模事業者にとって、人材の確保と育成は、極めて重要

な課題であると考えられる。 

本節では、小規模事業者における人材の確保と育成状況について見ていくこととす

る。 

1. 小規模人材育成の取組の状況 

第 1-2-54 図は、小規模事業者が直近 3 年以内に行った人材育成に関する取組の有

無について示したものである。 

これを見ると、「取り組んでいる」とした者は全体の 4 割に満たず、小規模事業者

の 6割以上が人材育成に取り組めていないことが分かる。 

さらに、これを業種別に示したものが第 1-2-55 図である。 

これを見ると、最も人材育成に「取り組んでいる」とする割合が高かったのは「建

設業」であり、47.5％となっている。次いで「製造業」46.3％、「その他の業種」42.3％、

「専門・技術サービス業」40.1％となっている。 

他方、「取り組んでいる」とする割合が相対的に低い業種は、「飲食サービス業」

(28.1％)や「小売業」(28.5％)となっている。 

第 1-2-54 図 人材育成の取組の有無(直近 3 年以内) 

取り組んでいない

62.5% 

取り組んでいる

37.5% 

(n=4,857)

取り組んでいない(n=1,823)

取り組んでいる(n=3,034)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-54図 人材育成の取組の有無(直近3年以内)

 

第1-2-55図 業種別の人材育成の取組の有無（業種別）
第 図 業種別の人材育成の取組の有無 業種別

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

宿泊業

その他のサービス業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

その他の業種

製造業

建設業

全体

取り組んでいる 取り組んでいない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

第 図 業種別の人材育成の取組の有無 業種別

第 図は、人材育成の取組の有無と、売上高の傾向を見たものである。

これを見ると、人材育成に「取り組んでいる」とした者のうち売上高が増加傾向に

ある者は ％であるのに対し、「取り組んでいない」とした者で売上高が増加傾向

にある者は ％にとどまっている。小規模事業者の約 割は人材育成に取り組めて

いないが、人材育成に取り組んでいる者の業績傾向が良いことが分かる。

第 図 人材育成の取組の有無による売上高の傾向

取り組んでいない

取り組んでいる

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 人材育成の取組の有無による売上高の傾向

第1-2-56図は、人材育成の取組の有無と、売

上高の傾向を見たものである。

これを見ると、人材育成に「取り組んでいる」
とした者のうち売上高が増加傾向にある者は

34.9％であるのに対し、「取り組んでいない」と

した者で売上高が増加傾向にある者は23.1％にと
どまっている。小規模事業者の約6割は人材育成
に取り組めていないが、人材育成に取り組んでい

る者の業績傾向が良いことが分かる。
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第1-2-56図 人材育成の取組の有無による売上高の傾向

第 図 業種別の人材育成の取組の有無 業種別

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

宿泊業

その他のサービス業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

その他の業種

製造業

建設業

全体

取り組んでいる 取り組んでいない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

第 図 業種別の人材育成の取組の有無 業種別

第 図は、人材育成の取組の有無と、売上高の傾向を見たものである。

これを見ると、人材育成に「取り組んでいる」とした者のうち売上高が増加傾向に

ある者は ％であるのに対し、「取り組んでいない」とした者で売上高が増加傾向

にある者は ％にとどまっている。小規模事業者の約 割は人材育成に取り組めて

いないが、人材育成に取り組んでいる者の業績傾向が良いことが分かる。

第 図 人材育成の取組の有無による売上高の傾向

取り組んでいない

取り組んでいる

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 人材育成の取組の有無による売上高の傾向

	 2	 人材育成に取り組めている者の人材育成の狙いや目的

第1-2-57図は、人材育成に取り組んでいる小

規模事業者の人材育成の狙いや目的を示したもの

である。

これを見ると、「技術・技能の向上」を挙げた
者が最も多く73.8％、次いで「商品・サービスの

専門知識の向上」が61.5％、「コミュニケーショ
ン力」が48.9％、「士気の向上」が33.9％、「経
営・マネジメント力」が26.0％となっており、
日々の実務に直結するスキルの向上をその狙い・

目的としている場合が多いことがうかがえる。

第1-2-57図 人材育成の狙いや目的（複数回答）
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2. 人材育成に取り組めている者の人材育成の狙いや目的 

第 1-2-57 図は、人材育成に取り組んでいる小規模事業者の人材育成の狙いや目的

を示したものである。 

これを見ると、「技術・技能の向上」を挙げた者が最も多く 73.8％、次いで「商品・

サービスの専門知識の向上」が 61.5％、「コミュニケーション力」が 48.9％、「士気

の向上」が 33.9％、「経営・マネジメント力」が 26.0％となっており、日々の実務に

直結するスキルの向上をその狙い・目的としている場合が多いことがうかがえる。 

第 1-2-57 図 人材育成の狙いや目的(複数回答) 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(%)

第1-2-57図 人材育成の狙いや目的(複数回答)
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次に、小規模事業者が行う人材育成の取組に対

し、人材育成メニューを提供している機関につい

て示したものが第1-2-58図である。

これを見ると、「自社における職場内訓練
（OJT）」で実施している者が58.4％と最も多く、
次いで「商工会・商工会議所」が43.4％、「加盟
する業界団体（商工会等を除く。）」が24.4％と
なっている。

他方、「国や自治体の中小企業支援機関」や

「金融機関」、「自社（講師招聘など）」、「国や自治
体の技術・技能訓練機関」、「税理士事務所や経営
コンサルタント」、「民間事業者（講習会、eラー
ニングなど）」は、総じて低い割合となっている。
小規模事業者は、自社の職場内訓練（OJT）を
中心としつつ、加盟する商工団体や業界団体が実

施する人材育成メニューを取り入れて、人材育成

に取り組んでいることがうかがえる。

第1-2-58図 人材育成を提供している機関（複数回答）

次に、小規模事業者が行う人材育成の取組に対し、人材育成メニューを提供してい

る機関について示したものが第 図である。

これを見ると、「自社における職場内訓練 ＯＪＴ 」で実施している者が ％と

最も多く、次いで「商工会・商工会議所」が ％、「加盟する業界団体 商工会等を

除く。 」が ％となっている。

他方、「国や自治体の中小企業支援機関」や「金融機関」、「自社 講師招聘など 」、

「国や自治体の技術・技能訓練機関」、「税理士事務所や経営コンサルタント」、「民間

事業者 講習会、 ラーニングなど 」は、総じて低い割合となっている。

小規模事業者は、自社の職場内訓練 ＯＪＴ を中心としつつ、加盟する商工団体や

業界団体が実施する人材育成メニューを取り入れて、人材育成に取り組んでいること

がうかがえる。

第 図 人材育成を提供している機関 複数回答

その他

国や自治体の中小企業支援機関

金融機関

自社（講師招聘など）

国や自治体の技術・技能訓練機関
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商工会・商工会議所
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所
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第 図 人材育成を提供している機関 複数回答

	 3	 人材育成に取り組めていない者の「取り組んでいない」理由

これまで見てきたように、小規模事業者の約6
割は人材育成に取り組めていない状況にある。こ

の約6割の者に対し、人材育成に取り組んでいな
い理由として最もあてはまるものについて聞いた

結果を示したのが、第1-2-59図である。

これを見ると、「時間的な余裕がないから」が
20.1％と最も多く、次いで「何から取り組んだら
良いか分からない」が11.6％、「経済的な余裕が

ない」が9.6％となっている。
上記以外の理由としては、「経営者がしっかり

していれば大丈夫だから」が8.4％、「自社に必要
な研修等がないから」が6.4％、「就業時間内に時
間が割けないから」が5.3％、「取引先や業界団体、
マスコミ等の情報で十分だから」が4.3％などと
なっている。
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第1-2-59図 人材育成に「取り組んでいない」理由（最もあてはまるもの）
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	 4	 小規模事業者の人材の確保や定着面について

第1-2-60図は、直近3年以内における小規模事
業者の人材確保の状況を示したものである。

これを見ると、「十分確保できている」が
23.2％、「ある程度確保できている」が42.4%と、

合わせて65.6％が人材を確保できている。他方で
「あまり確保できていない」が18.3％、「確保でき
ていない」が16.1％となっており、合わせて
34.4％が「人材を確保できていない」としている。
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これを業種別に示したものが第1-2-61図であ

る。

これを見ると、「生活関連サービス業」、「専
門・技術サービス業」、「小売業」などにおいて

「十分確保できている」とする者の割合が多く、
「宿泊業」、「建設業」、「製造業」などで「十分確
保できている」とする者の割合が低い。

第1-2-61図 人材確保の状況（業種別）
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造業」などで「十分確保できている」とする者の割合が低い。

第 図 人材確保の状況 業種別

宿泊業

建設業

製造業

その他の業種

卸売業

その他のサービス業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

全体

十分確保できている ある程度確保できている あまり確保できていない 確保できていない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所）

注 「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第 図 人材確保の状況 業種別

第1-2-62図は、売上高の傾向と人材確保の状

況を示したものである。

これを見ると、売上高が増加傾向の者ほど人材

が「十分確保できている」と回答する者が少なく
17.9％となっており、人手不足感が強いことがう
かがえる。

なお、売上高が減少傾向の者では、「十分確保

できている」と回答する者が26.1％と多くなって
いる一方で、売上高が減少傾向の者では「確保で
きていない」する者も21.9％と多い。
これは、業績傾向が良くないため、現有する人

材で間に合っているという側面と、人材の確保に

まで至らないという側面の両方があるのではない

かと思われる。
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第1-2-62図 売上高の傾向と人材確保の状況
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 売上高の傾向と人材確保の状況

次に、第1-2-63図は、人材定着に向けた各種

取組の実施割合について、企業規模別に示したも

のである。

これを見ると、「在宅勤務・テレワークの導入」
以外の全ての取組で、小規模事業者の取組割合

は、中規模事業者の取組割合を下回っている。特

に、「資格取得支援」や「社外セミナー」、「研修
制度の充実」、「ハラスメント対策（セクハラ・パ
ワハラ・マタハラ等）」、「子育て支援」、「介護休
暇」、「計画的なOJT・メンター制度の実施（相
談できる体制作り等も含む）」は、中規模事業者
との取組の割合の差が大きくなっている。

第1-2-63図 人材定着に向けた取組の実施割合（企業規模別）
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第 図 人材定着に向けた取組の実施割合 企業規模別

企業規模で取組に格差が見られるもの

中規模事業者の取組

小規模事業者の取組

資料：中小企業資料：中小企業庁委託「中小企業・小規模事業者の人材確保と育成に関する調査」(2014年12月、(株)野村総合研究所)
資料：中小企業庁委託「中小企業・小規模事業者の人材確保と育成に関する調査」 年 月、 株 野村総合研究所

注 図表中の 値は人材定着に向けた取組の実施について「有」、「無」の合計値。
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	 5	 小規模事業者の業務量の変動性と人材育成について

第1-2-64図は、1事業年度における業務量の変
動性について示したものである。

これを見ると「1年を通して概ね一定」とする
者が46.7％、「繁忙期と閑散期の差が激しい」と
する者が50.1％と、おおむね両者半々となってい
る。

これを業種別に見たものが、第1-2-65図であ

る。

これを見ると、最も繁忙期と閑散期の差が激し

い業種は「宿泊業」であり、82.7％が「繁忙期と
閑散期の差が激しい」としている。このほか、
「卸売業」、「建設業」、「飲食サービス業」及び
「製造業」も、それぞれ半数を超える者が「繁忙
期と閑散期の差が激しい」としている。

第1-2-64図 1事業年度の業務量の変動性
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所）

(注)1.「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

2.「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

第1-2-65図 1事業年度の業務量の変動性(業種別)

 

第1-2-65図 1事業年度の業務量の変動性（業種別）

 

- 94 - 

 

5. 小規模事業者の業務量の変動性と人材育成について 

第 1-2-64 図は、1事業年度における業務量の変動性について示したものである。 

これを見ると「1 年を通して概ね一定」とする者が 46.7％、「繁忙期と閑散期の差

が激しい」とする者が 50.1％と、おおむね両者半々となっている。 

これを業種別に見たものが、第 1-2-65 図である。 

これを見ると、最も繁忙期と閑散期の差が激しい業種は「宿泊業」であり、82.7％

が「繁忙期と閑散期の差が激しい」としている。このほか、「卸売業」、「建設業」、「飲

食サービス業」及び「製造業」も、それぞれ半数を超える者が「繁忙期と閑散期の差

が激しい」としている。 

第 1-2-64 図 1 事業年度の業務量の変動性 

(業務量は)1年を

通して概ね一定

46.7%

(業務量は)繁忙期と

閑散期の差が激しい

50.1%

その他

3.2%

(n=4,857)

１年を通して概ね一定(n=2,269)

繁忙期と閑散期の差が激しい(n=2,435)

その他(n=153)

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)
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また、「繁忙期と閑散期の差が激しい」とした
者が、繁忙期における人材の確保について、どの

ようにして対応しているかを示したものが第1-2-

66図である。

これを見ると、「勤務時間の調整（残業や休日
出勤）で対応」とする者が最も多く、47.4％と
なっているほか、次いで「パート、アルバイト等
を雇い対応（親族従業員の動員を除く）」が
31.5％、「親族従業員の動員」が24.2％、「外注で
対応（同業他社の応援を含む）」が23.4％となっ
ている。

その一方、「人材派遣会社を利用して対応」し
ている者は極めて少なく、2.1％にとどまってい
る。また、「納期の延伸（リスケジュール）」
（5.8％）や「受注の抑制・制限」（6.4％）という、
顧客への影響が生じる方法により対応している者

も少ないものとなっている。

このように、小規模事業者は、繁忙期には残業

や休日出勤を中心としつつ、臨時雇用や親族従業

員、外注も活用しながら、顧客への影響が生じる

受注量の抑制や制限をすることなく対応している

ことがうかがえる。

第1-2-66図 繁忙期の人材の確保（複数回答）
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

％

第 図 繁忙期の人材の確保 複数回答

同様に、「繁忙期と閑散期の差が激しい」とし
た小規模事業者について、小規模事業者が閑散期

における人材の活用をどのように行っているかを

示したものが、第1-2-67図である。

これを見ると、「勤務時間の調整（時短）で対
応」との回答が38.6％と最も多く、そもそも「余
剰の人材はいない」とする回答も36.2％あった。

積極的な人材活用方法と考えられる「営業活動に
充てる（仕事確保や販路開拓など）」や「新商品
や新規事業の研究に充てる」、「従業者教育に充て
る（研修や技能訓練など）」は、それぞれ約1割
程度と、総じて低い状況となっていることが分か

る。
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第1-2-67図 閑散期の人材の活用（複数回答）
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度と、総じて低い状況となっていることが分かる。
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

％

第 図 閉散期の人材の活用 複数回答

	 6	 小規模事業者の退職者の状況について

第1-2-68図は、小規模事業者における直近3年
以内の退職者の有無について示したものである。

これを見ると、「退職者がいる事業者」は

26.4％であった。小規模事業者は従業者数が少な
いこともあり、毎年退職者が出る構造にはなって

いないことが分かる。

第1-2-68図 小規模事業者の退職者の状況（直近3年以内）
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第 1-2-70 図である。 

これを見ると、「その他(理由不明を含む)」を除けば、「他業への転職」が 25.2％と

最も多く、次いで「同業への転職」が 16.4％、「病気・療養」が 8.2％となっている。

独立・創業した者も 4.9％おり、その内訳を見ると、同業で独立した者の方が他業で

独立した者より多くなっている。 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注) ｸﾞﾗﾌ中の( )内は構成比率。
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第1-2-69図 退職者(2,717人)の退職理由
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第1-2-69図は、小規模事業者における退職者
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次いで「同業への転職」が16.4％、「病気・療養」
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おり、その内訳を見ると、同業で独立した者の方
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第1-2-70図 自己都合による退職者の内訳
第 図 自己都合による退職者の内訳
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 ｸﾞﾗﾌ中の 内は構成比率

人

第 図 自己都合 人 による退職者数の内訳
（n=2,462）
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	 第6節	 事業承継の現状と課題

本節では、小規模事業者における事業承継の現 状と課題について見ていくこととする。

	 1	 事業承継の現状

第1-2-71図は、今回調査対象とした小規模事

業者の経営者が、何代目の経営者であるかを示し

たものである。これを見ると、54.2％の経営者が
2代目以降の経営者となっている。
この2代目以降の経営者が先代経営者から事業
承継した時点における現経営者の年齢について示

したものが、第1-2-72図である。

これを見ると、「20代以下」で事業承継した者
が9.7％、「30代」が36.2％、「40代」が34.6％で
あり、30代以下で事業承継した者が45.9％を占め
る。

第1-2-71図 何代目の経営者か
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また、現経営者が事業承継前に当該業務に従事

していた期間を示したものが第1-2-73図である。

これを見ると、「11年以上20年以内」と「20年
以上」がそれぞれ約3割となっており、2代目以
降の現経営者は比較的長期間に亘って当該業務に

従事していたことが分かる。

さらに、現経営者の先代経営者から見た立場

（続柄）を示したものが第1-2-74図である。
これを見ると「子供」が圧倒的に多く全体の
83.4％を占め、次いで「親族（配偶者、子供以
外）」が10.1％となっている。「配偶者」や「親族
外従業者」、「社外の第三者」は、僅かなものと
なっている。
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第1-2-75図は、中小企業者の事業承継時期別

の現経営者と先代経営者の関係について示したも

のである。

これを見ると、中小企業者における親族外承継

の割合は、「20年以上前」には7.6％だったもの
が、「10～19年前」では19.3％、「0～9年前」で

は39.1％となっており、徐々にその割合が増えて
きていることが分かる。

一方、第1-2-74図で示したように、小規模事

業者においては、依然として親族内承継が大部分

を占めている。

第1-2-75図 中小企業者の事業承継時期別の現経営者と先代経営者の関係

第 図は、中小企業者の事業承継時期別の現経営者と先代経営者の関係につ

いて示したものである。
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資料： 年版中小企業白書の掲載資料を基に作成。

注 本表のデータの調査時点は 年である。

第 図 中小企業者の事業承継時期別の現経営者と先代経営者の関係
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次に、現経営者が先代経営者から事業承継する直前 年間程度の業績傾向を示した

ものが、第 図である。これを見ると、業績が下降基調の中で事業承継した者

が約 割となっており、事業環境が厳しい中で事業承継した者が相当数存在すること

が分かる。

第 図 事業承継する直前の業績傾向 直前 年間程度
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所
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第1-2-76図 事業承継する直前の業績傾向（直前3年間程度）
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	 2	 事業承継後の新しい取組について

小規模事業者にとって、事業承継は世代交代と

いう側面のみならず、事業承継を契機として事業

の見直しや再構築をする良い機会であるといえ

る。

第1-2-77図は、現経営者が事業承継後に「新
しい取組」を実施したか否かを示したものであ
る。

これを見ると、新しい取組を「実施した」とす
る者が66.9％と約7割を占めている。

また、「新しい取組」に着手した時期は、「事業
承継後、3年超経過後」が39.5％と最も多く、次
いで「事業承継後、直ちに着手」が25.6％、「事
業承継後、1年以内」が15.1％、「事業承継後、3
年以内」が10.2％、「事業承継後、2年以内」が
9.7％となっている。このように、承継後、比較
的早期に新しい取組に着手した者と、相当程度の

時間を経過してから取り組んだ者とに大別される

ことが分かる（第1-2-78図）。

第1-2-77図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無
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第1-2-79図は、第1-2-76図で見た「先代経営
者から事業承継する直前の業績傾向（承継直前3
年間程度）」と「新しい取組を実施後の業績傾向
（取組実施後3年間程度）」を比較したものである。
これを見ると、事業承継する直前の業績傾向で

は「上昇基調」が23.2％、「下降基調」が30.2％
であったのに対し、現経営者が新しい取組を実施

後の業績傾向は「上昇基調」が57.5％と大幅に増
加し、「下降基調」が6.5％と大幅に縮小したこと
が分かる。

第1-2-79図 事業承継する直前の業績傾向と新しい取組を実施後の業績傾向

第 図は、第 図で見た「先代経営者から事業承継する直前の業績傾向

承継直前 年間程度 」と「新しい取組を実施後の業績傾向 取組実施後 年間程度 」

を比較したものである。

これを見ると、事業承継する直前の業績傾向では「上昇基調」が ％、「下降基

調」が ％であったのに対し、現経営者が新しい取組を実施後の業績傾向は「上昇

基調」が ％と大幅に増加し、「下降基調」が ％と大幅に縮小したことが分か

る。

第 図 事業承継する直前の業績傾向と新しい取組を実施後の業績傾向
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 事業承継する直前の業績傾向と新しい取組を実施後の業績傾向
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第 図は、「新しい取組」の実施の有無について、業種別に示したものである。

これを見ると、「宿泊業」、「卸売業」、「製造業」、「飲食サービス業」などにおいて

新しい取組の実施した割合が高く、「建設業」や「生活関連サービス業」などは新し

い取組の実施をした割合が相対的に低くなっている。

また、第 図は、事業承継後の「新しい取組」の実施の有無について、現経

営者の事業承継時の年齢世代別に示したものである。

これを見ると、「 代以下」が ％と最も高く、「 代」が ％、「 代」が

％、「 代」が ％、「 代」が ％、「 代以上」が ％となっており、

事業承継時の年齢が若い世代ほど、新しい取組に挑戦する傾向が明確にみてとれる。

第1-2-80図は、「新しい取組」の実施の有無に
ついて、業種別に示したものである。

これを見ると、「宿泊業」、「卸売業」、「製造業」、
「飲食サービス業」などにおいて新しい取組の実
施した割合が高く、「建設業」や「生活関連サー
ビス業」などは新しい取組の実施をした割合が相
対的に低くなっている。

また、第1-2-81図は、事業承継後の「新しい

取組」の実施の有無について、現経営者の事業承
継時の年齢世代別に示したものである。

これを見ると、「20代以下」が80.0％と最も高
く、「30代」が73.4％、「40代」が64.5％、「50代」
が 56.1％、「60代」が 45.5％、「70代以上」が
35.1％となっており、事業承継時の年齢が若い世
代ほど、新しい取組に挑戦する傾向が明確にみて

とれる。
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第1-2-80図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無（業種別）

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無 業種別

建設業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

その他のサービス業

その他の業種

小売業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

製造業

卸売業

宿泊業

全体

実施した 実施中を含む 実施していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無 業種別

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無 承継時年齢別

代以上

代

代

代

代

代以下

全体

実施した 実施中を含む 実施していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無 承継時年齢別第1-2-81図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無（承継時年齢別）

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無 業種別

建設業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

その他のサービス業

その他の業種

小売業

専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

製造業

卸売業

宿泊業

全体

実施した 実施中を含む 実施していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

注 「その他の業種」の内訳として、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、金融業・保険業、不動産業などを集計している。

「その他のサービス業」の内訳として、娯楽業、教育学習支援業、医療・福祉、その他のサービス業を集計している。

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無 業種別

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無 承継時年齢別

代以上

代

代

代

代

代以下

全体

実施した 実施中を含む 実施していない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無 承継時年齢別

また、第1-2-82図は、2代目以降の経営者につ
いて、事業承継後における「新しい取組」の実施
の有無と売上高の増減傾向との関係を示したもの

である。

これを見ると、「実施した」者の方が、直近3
年間の売上高の傾向も「増加傾向」にある割合が
高いことが分かる。
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第1-2-82図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無と売上高の傾向

また、第 図は、 代目以降の経営者について、事業承継後における「新しい

取組」の実施の有無と売上高の増減傾向との関係を示したものである。

これを見ると、「実施した」者の方が、直近 年間の売上高の傾向も「増加傾向」

にある割合が高いことが分かる。

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無と売上高の傾向

実施していない

実施した 実施中を含む

全体

増加 横ばい 減少

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 事業承継後の「新しい取組」の実施の有無と売上高の傾向

続いて、事業承継後における「新しい取組」の
具体的内容について見てみることとする（第1-2-
83図）。
「新しい取組」で最も多かったものは、「店舗の
改装・リニューアル、駐車場整備（装置、設備を
含む）」で45.1％、次いで「取引先拡大（販路開
拓）のための営業活動」が44.4％、「既存商品・

サービスの改良・改善、高付加価値化」が
38.2％、「新商品・サービスの開発（産学連携や
企業間連携含む）」が28.5％と上位となっている。
一方、「従業者教育（商品知識、技術・技能講

習等）」は15.8％、「新分野進出（経営多角化）や
業態転換」は16.7％と、相対的に取組実績が少な
いことが分かる。

第1-2-83図 「新しい取組」の具体的内容（複数回答）

続いて、事業承継後における「新しい取組」の具体的内容について見てみることと

する 第 図 。

「新しい取組」で最も多かったものは、「店舗の改装・リニューアル、駐車場整備 装

置、設備を含む 」で ％、次いで「取引先拡大 販路開拓 のための営業活動」が

％、「既存商品・サービスの改良・改善、高付加価値化」が ％、「新商品・サ

ービスの開発 産学連携や企業間連携含む 」が ％と上位となっている。

一方、「従業者教育 商品知識、技術・技能講習等 」は ％、「新分野進出 経営

多角化 や業態転換」は ％と、相対的に取組実績が少ないことが分かる。

第 図 「新しい取組」の具体的内容 複数回答

その他

従業者教育 商品知識､技術･技能講習等

新分野進出 経営多角化 や業態転換

業界会合や異業種交流への参加 ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上

経営管理の改善 在庫管理、ｺｽﾄ管理など

情報発信の強化 広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､ など

環境の整備 の充実､受注機能の付与など

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発 産学連携や企業間連携含む

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大 販路開拓 のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備 装置､設備を含む

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所
％

第 図 「新しい取組」の具体的内容 複数回答
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次に、事業承継後の「新しい取組」の具体的内
容について、主な業種別に見ていくこととする。

第1-2-84図は、小売業について示したもので

ある。これを見ると、「店舗の改装・リニューア
ル、駐車場整備（装置、設備を含む）」が60.3％
と最も多い。

第1-2-84図 「新しい取組」の具体的内容（小売業／複数回答）

次に、事業承継後の「新しい取組」の具体的内容について、主な業種別に見ていく

こととする。

第 図は、小売業について示したものである。これを見ると、「店舗の改装・

リニューアル、駐車場整備 装置、設備を含む 」が ％と最も多い。

第 図 「新しい取組」の具体的内容 小売業／複数回答

その他

従業者教育 商品知識､技術･技能講習等

新分野進出 経営多角化 や業態転換

業界会合や異業種交流への参加 ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上

経営管理の改善 在庫管理、ｺｽﾄ管理など

情報発信の強化 広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､ など

環境の整備 の充実､受注機能の付与など

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発 産学連携や企業間連携含む

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大 販路開拓 のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備 装置､設備を含む

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」の具体的内容 小売業／複数回答

第 図は、製造業について示したものである。これを見ると、「取引先拡大 販

路開拓 のための営業活動」が ％と最も多く、次いで「既存商品・サービスの改

良・改善、高付加価値化」が ％、「新商品・サービスの開発 産学連携や企業間連

携含む 」が ％となっている。

第 図 「新しい取組」の具体的内容 製造業／複数回答

その他

従業者教育 商品知識､技術･技能講習等

新分野進出 経営多角化 や業態転換

業界会合や異業種交流への参加 ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上

経営管理の改善 在庫管理、ｺｽﾄ管理など

情報発信の強化 広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､ など

環境の整備 の充実､受注機能の付与など

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発 産学連携や企業間連携含む

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大 販路開拓 のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備装置､設備を含む

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」の具体的内容 製造業／複数回答

第1-2-85図は、製造業について示したもので

ある。これを見ると、「取引先拡大（販路開拓）
のための営業活動」が54.9％と最も多く、次いで

「既存商品・サービスの改良・改善、高付加価値
化」が47.4％、「新商品・サービスの開発（産学
連携や企業間連携含む）」が41.2％となっている。

第1-2-85図 「新しい取組」の具体的内容（製造業／複数回答）

次に、事業承継後の「新しい取組」の具体的内容について、主な業種別に見ていく

こととする。

第 図は、小売業について示したものである。これを見ると、「店舗の改装・

リニューアル、駐車場整備 装置、設備を含む 」が ％と最も多い。

第 図 「新しい取組」の具体的内容 小売業／複数回答

その他

従業者教育 商品知識､技術･技能講習等

新分野進出 経営多角化 や業態転換

業界会合や異業種交流への参加 ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上

経営管理の改善 在庫管理、ｺｽﾄ管理など

情報発信の強化 広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､ など

環境の整備 の充実､受注機能の付与など

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発 産学連携や企業間連携含む

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大 販路開拓 のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備 装置､設備を含む

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」の具体的内容 小売業／複数回答

第 図は、製造業について示したものである。これを見ると、「取引先拡大 販

路開拓 のための営業活動」が ％と最も多く、次いで「既存商品・サービスの改

良・改善、高付加価値化」が ％、「新商品・サービスの開発 産学連携や企業間連

携含む 」が ％となっている。

第 図 「新しい取組」の具体的内容 製造業／複数回答

その他

従業者教育 商品知識､技術･技能講習等

新分野進出 経営多角化 や業態転換

業界会合や異業種交流への参加 ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上

経営管理の改善 在庫管理、ｺｽﾄ管理など

情報発信の強化 広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､ など

環境の整備 の充実､受注機能の付与など

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発 産学連携や企業間連携含む

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大 販路開拓 のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備装置､設備を含む

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」の具体的内容 製造業／複数回答
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第1-2-86図は、建設業について示したもので

ある。

これを見ると、「取引先拡大（販路開拓）のた
めの営業活動」が47.4％と最も多い。また、「従

業者教育（商品知識、技術・技能講習等）」が
29.1％となっており、他の業種に比べて高い回答
割合となっている。

第1-2-86図 「新しい取組」の具体的内容（建設業／複数回答）

第 図は、建設業について示したものである。

これを見ると、「取引先拡大 販路開拓 のための営業活動」が ％と最も多い。

また、「従業者教育 商品知識、技術・技能講習等 」が ％となっており、他の業

種に比べて高い回答割合となっている。

第 図 「新しい取組」の具体的内容 建設業／複数回答

その他

従業者教育 商品知識､技術･技能講習等

新分野進出 経営多角化 や業態転換

業界会合や異業種交流への参加 ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上

経営管理の改善 在庫管理、ｺｽﾄ管理など

情報発信の強化 広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､ など

環境の整備 の充実､受注機能の付与など

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発 産学連携や企業間連携含む

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大 販路開拓 のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備 装置､設備を含む

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」の具体的内容 建設業／複数回答

第 図は、飲食サービス業について示したものである。

これを見ると、「店舗の改装・リニューアル、駐車場整備 装置、設備を含む 」が

％と最も多い。また、「情報発信の強化 広告宣伝、ブログ、 など 」が ％

となっており、他の業種に比べて高い回答割合となっている。

第 図 「新しい取組」の具体的内容 飲食サービス業／複数回答

その他

従業者教育商品知識､技術･技能講習等

新分野進出 経営多角化 や業態転換

業界会合や異業種交流への参加 ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上

経営管理の改善在庫管理、ｺｽﾄ管理など

情報発信の強化 広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､ など

環境の整備 の充実､受注機能の付与など

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発 産学連携や企業間連携含む

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大 販路開拓 のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備装置､設備を含む

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」の具体的内容 飲食ｻｰﾋﾞｽ業／複数回答

第1-2-87図は、飲食サービス業について示し

たものである。

これを見ると、「店舗の改装・リニューアル、
駐車場整備（装置、設備を含む）」が62.6％と最

も多い。また、「情報発信の強化（広告宣伝、ブ
ログ、SNSなど）」が36.6％となっており、他の
業種に比べて高い回答割合となっている。

第1-2-87図 「新しい取組」の具体的内容（飲食サービス業／複数回答）

第 図は、建設業について示したものである。

これを見ると、「取引先拡大 販路開拓 のための営業活動」が ％と最も多い。

また、「従業者教育 商品知識、技術・技能講習等 」が ％となっており、他の業

種に比べて高い回答割合となっている。

第 図 「新しい取組」の具体的内容 建設業／複数回答

その他
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経営管理の改善 在庫管理、ｺｽﾄ管理など

情報発信の強化 広告宣伝､ﾌﾞﾛｸﾞ､ など

環境の整備 の充実､受注機能の付与など

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発 産学連携や企業間連携含む

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

取引先拡大 販路開拓 のための営業活動

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備 装置､設備を含む

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」の具体的内容 建設業／複数回答
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」の具体的内容 飲食ｻｰﾋﾞｽ業／複数回答
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次に、「新しい取組」の具体的内容と取組直後
3年間の業績傾向の関係について示したものが第
1-2-88図である。

これを見ると、全体としては取組直後3年間の
業績傾向は約6割が上昇基調であり、残りの4割
は新しい取組を実施したからといって直ちに業績

が向上したわけではないことが分かる。

取り組んだ内容別に見ると、取組直後3年間の
業績傾向が上昇基調である割合が高いのは、「新
分野進出（経営多角化）や業態転換」で65.6％、
次いで「業界会合や異業種交流への参加（ネット
ワーク力の向上）」が65.2％、「取引先拡大（販路
開拓）のための営業活動」が64.8％、「従業者教
育（商品知識、技術・技能講習等）」が64.4％と
なっている。

また、「新分野進出（経営多角化）や業態転換」
や「業界会合や異業種交流への参加（ネッツト
ワーク力の向上）」という、取り組んだ者の数が
必ずしも多くない取組で上昇基調とする割合が高

くなっている。「新分野進出（経営多角化）や業
態転換」は事業経営上の大きな転機となるもので
あり、経営者としての覚悟と決断が求められるこ

と、また、「業界会合や異業種交流への参加（ネッ
トワーク力の向上）」は、本業を行いつつこうし
た取組を継続的に行っていくことは容易ではない

と考えられることなどから、これらの取り組みを

行う者が少なくなっているもののこのような取組

を実施した場合には、業績傾向は良い傾向になる

可能性が比較的高いといえる。

第1-2-88図 「新しい取組」の具体的内容と取組後の業績傾向（取組直後3年間）

次に、「新しい取組」の具体的内容と取組直後 年間の業績傾向の関係について示

したものが第 図である。

これを見ると、全体としては取組直後 年間の業績傾向は約 割が上昇基調であり、

残りの 割は新しい取組を実施したからといって直ちに業績が向上したわけではない

ことが分かる。

取り組んだ内容別に見ると、取組直後 年間の業績傾向が上昇基調である割合が高

いのは、「新分野進出 経営多角化 や業態転換」で ％、次いで「業界会合や異業

種交流への参加 ネットワーク力の向上 」が ％、「取引先拡大 販路開拓 のため

の営業活動」が ％、「従業者教育 商品知識、技術・技能講習等 」が ％とな

っている。

また、「新分野進出 経営多角化 や業態転換」や「業界会合や異業種交流への参加 ネ

ッツトワーク力の向上 」という、取り組んだ者の数が必ずしも多くない取組で上昇

基調とする割合が高くなっている。「新分野進出 経営多角化 や業態転換」は事業経

営上の大きな転機となるものであり、経営者としての覚悟と決断が求められること、

また、「業界会合や異業種交流への参加 ネットワーク力の向上 」は、本業を行いつ

つこうした取組を継続的に行っていくことは容易ではないと考えられることなどか

ら、これらの取り組みを行う者が少なくなっているもののこのような取組を実施した

場合には、業績傾向は良い傾向になる可能性が比較的高いといえる。

第 図 「新しい取組」の具体的内容と取組後の業績傾向 取組直後 年間

その他
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経営管理の改善 在庫管理、ｺｽﾄ管理など

新商品･ｻｰﾋﾞｽの開発 産学連携や企業間連携含む

既存商品･ｻｰﾋﾞｽの改良･改善､高付加価値化

店舗の改装･ﾘﾆｭｰｱﾙ､駐車場整備 装置､設備を含む

従業者教育 商品知識､技術･技能講習等

取引先拡大 販路開拓 のための営業活動

業界会合や異業種交流への参加 ﾈｯﾄﾜｰｸ力の向上
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」の具体的内容と取組後の業績傾向 取組直後 年間
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第1-2-89図は、事業承継後に「新しい取組」
を実施しなかった者について、その理由を示した

ものである。

これを見ると、「時間的余裕がなかったから」
が25.8％と最も多く、次いで、「特に何も考えて

いなかったから」が23.1％、「業績が好調だった
から」が14.1％、「経済的余裕がなかったから」
が8.9％、「アイデアがなかったから」が8.8％、
「成功への確信が持てなかったから」が5.8％と
なっている。

第1-2-89図 「新しい取組」を実施しなかった理由

第 図は、事業承継後に「新しい取組」を実施しなかった者について、その

理由を示したものである。

これを見ると、「時間的余裕がなかったから」が ％と最も多く、次いで、「特に

何も考えていなかったから」が ％、「業績が好調だったから」が ％、「経済

的余裕がなかったから」が ％、「アイデアがなかったから」が ％、「成功への

確信が持てなかったから」が ％となっている。

第 図 「新しい取組」を実施しなかった理由
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その他

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「新しい取組」を実施しなかった理由
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	 3	 現経営者の今後の事業承継の方針について

第1-2-90図は、現経営者の事業承継について

の今後の方針を示したものである。

これを見ると、「当面、事業承継も廃業もする
必要がない」が36.1％と最も多い。次に、「承継
予定であり、後継者は決定している」（22.4％）と
「承継予定であり、後継者候補がいる」（9.9％）と
いう、承継を予定している者が32.3％を占めてい
る。

他方、「承継したいが現時点で後継者候補が見
つからない」（5.9％）と「承継したいが承継でき
ない（収入・生活面での不安など）」（2.2％）とい
う、承継を希望するが承継できない者が計8.1％
となっている。

さらに、「廃業を予定している」（3.3％）と「廃
業したいが、現時点で廃業できない」（1.5％）と

いう、廃業を考えている者が計4.8％となってい
る。

また、「事業承継するか廃業するか検討中であ
る」（3.1％）と「まだ、事業承継も廃業も検討し
ていない」（14.5％）という、事業承継の方針が固
まってない者が17.6％となっている。
このように、それぞれの小規模事業者の事業環

境や経営者の年齢などにより、事業承継について

の方針も様々である。そうした中で、「承継した
いが承継できない」や「承継したいが、現時点で
後継者候補が見つからない」、「廃業したいが廃業
できない」など、円滑な事業承継や廃業に支障を
来たしている者も一定割合存在しており、こうし

た者に対する支援が望まれる。

第1-2-90図 事業承継（後継者）についての方針
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3. 現経営者の今後の事業承継の方針について 

第 1-2-90 図は、現経営者の事業承継についての今後の方針を示したものである。 

これを見ると、「当面、事業承継も廃業もする必要がない」が 36.1％と最も多い。 

次に、「承継予定であり、後継者は決定している」(22.4％)と「承継予定であり、後

継者候補がいる」(9.9％)という、承継を予定している者が 32.3％を占めている。 

他方、「承継したいが現時点で後継者候補が見つからない」(5.9％)と「承継したい
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業も検討していない」(14.5％)という、事業承継の方針が固まってない者が 17.6％と

なっている。 

このように、それぞれの小規模事業者の事業環境や経営者の年齢などにより、事業

承継についての方針も様々である。そうした中で、「承継したいが承継できない」や

「承継したいが、現時点で後継者候補が見つからない」、「廃業したいが廃業できない」

など、円滑な事業承継や廃業に支障を来たしている者も一定割合存在しており、こう

した者に対する支援が望まれる。 

第 1-2-90 図 事業承継(後継者)についての方針 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(n=4,857)

第1-2-90図 事業承継(後継者)についての方針
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第1-2-91図は、第1-2-90図で見た事業承継に

ついての方針で、「承継予定であり、後継者が決
定している」又は「承継予定であり後継者候補が
いる。」とした者の後継者又は後継者候補の属性
を示したものである。

これを見ると、「子供」が90.4％を占め、「親族
（配偶者、子供以外）」が5.2％、「親族外従業者」

が3.2％となっている。また、「社外の第三者」や
「配偶者」は僅かなものとなっている。
このことから、「後継者」や「後継者候補」が

決まっている小規模事業者は、そのほとんどが

「子供」を後継者にすることを念頭においている
ことが分かる。

第1-2-91図 「後継者及び後継者候補」の属性

第 図は、第 図で見た事業承継についての方針で、「承継予定であり、

後継者が決定している」又は「承継予定であり後継者候補がいる。」とした者の後継

者又は後継者候補の属性を示したものである。

これを見ると、「子供」が ％を占め、「親族 配偶者、子供以外 」が ％、「親

族外従業者」が ％となっている。また、「社外の第三者」や「配偶者」は僅かなも

のとなっている。

このことから、「後継者」や「後継者候補」が決まっている小規模事業者は、その

ほとんどが「子供」を後継者にすることを念頭においていることが分かる。

第 図 「後継者及び後継者候補」の属性
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「後継者及び後継者候補」の属性

また、第1-2-92図は、第1-2-90図で見た事業

承継についての方針で、「承継したいが、現時点
で後継者候補が見つからない」とした者に対し、
「親族以外への承継に対する抵抗感」について聞
いたものである。

これを見ると、親族以外への事業承継に抵抗感

が「とてもある」又は「ややある」とした者が

52.1％、「あまりない」又は「ない」とした者が
47.9％となっている。
このことから、事業承継を行いたいと考えてい

るものの、現時点で後継者候補が見つからない現

経営者の約半数は、親族以外への承継に抵抗感が

ないことが分かった。
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第1-2-92図 親族以外への事業承継に対する抵抗感

また、第 図は、第 図で見た事業承継についての方針で、「承継した

いが、現時点で後継者候補が見つからない」とした者に対し、「親族以外への承継に

対する抵抗感」について聞いたものである。

これを見ると、親族以外への事業承継に抵抗感が「とてもある」又は「ややある」

とした者が ％、「あまりない」又は「ない」とした者が ％となっている。

このことから、事業承継を行いたいと考えているものの、現時点で後継者候補が見

つからない現経営者の約半数は、親族以外への承継に抵抗感がないことが分かった。

第 図 親族以外への事業承継に対する抵抗感
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 親族以外への事業承継に対する抵抗感

逆に親族以外への事業承継に抵抗感があるとした者について、その理由を示したも

のが第 図である。

これを見ると、「親族 同族 で経営しているため」が ％、「事業所・店舗等と居

住場所が一体のため」が ％、「事業用資産を親族以外に承継したくないため」が

％、「承継後の経営方針の変更が心配なため」が ％、「借入金を親族以外に承

継しにくいため」が ％となっている。また、第１位の回答だけを見れば「事業所・

店舗等と居住場所が一体のため」が最も多い。

小規模事業者については、同族経営も多いということや、事業用資産を親族以外に

承継したくないという思いだけでなく、事業所・店舗等と居住場所が一体であるとい

う事情で親族以外への事業承継に慎重にならざるを得ない側面があることが分かる。

第 図 「親族以外への承継に抵抗感がある」理由
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「親族以外への承継に抵抗感がある」理由

逆に親族以外への事業承継に抵抗感があるとし

た者について、その理由を示したものが第1-2-

93図である。

これを見ると、「親族（同族）で経営している
ため」が56.4％、「事業所・店舗等と居住場所が
一体のため」が55.0％、「事業用資産を親族以外
に承継したくないため」が49.0％、「承継後の経
営方針の変更が心配なため」が34.2％、「借入金
を親族以外に承継しにくいため」が33.5％となっ

ている。また、第1位の回答だけを見れば「事業
所・店舗等と居住場所が一体のため」が最も多
い。

小規模事業者については、同族経営も多いとい

うことや、事業用資産を親族以外に承継したくな

いという思いだけでなく、事業所・店舗等と居住

場所が一体であるという事情で親族以外への事業

承継に慎重にならざるを得ない側面があることが

分かる。

第1-2-93図 「親族以外への承継に抵抗感がある」理由

また、第 図は、第 図で見た事業承継についての方針で、「承継した

いが、現時点で後継者候補が見つからない」とした者に対し、「親族以外への承継に

対する抵抗感」について聞いたものである。

これを見ると、親族以外への事業承継に抵抗感が「とてもある」又は「ややある」

とした者が ％、「あまりない」又は「ない」とした者が ％となっている。

このことから、事業承継を行いたいと考えているものの、現時点で後継者候補が見

つからない現経営者の約半数は、親族以外への承継に抵抗感がないことが分かった。

第 図 親族以外への事業承継に対する抵抗感
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 親族以外への事業承継に対する抵抗感

逆に親族以外への事業承継に抵抗感があるとした者について、その理由を示したも

のが第 図である。

これを見ると、「親族 同族 で経営しているため」が ％、「事業所・店舗等と居

住場所が一体のため」が ％、「事業用資産を親族以外に承継したくないため」が

％、「承継後の経営方針の変更が心配なため」が ％、「借入金を親族以外に承

継しにくいため」が ％となっている。また、第１位の回答だけを見れば「事業所・

店舗等と居住場所が一体のため」が最も多い。

小規模事業者については、同族経営も多いということや、事業用資産を親族以外に

承継したくないという思いだけでなく、事業所・店舗等と居住場所が一体であるとい

う事情で親族以外への事業承継に慎重にならざるを得ない側面があることが分かる。

第 図 「親族以外への承継に抵抗感がある」理由
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「親族以外への承継に抵抗感がある」理由

	 4	 廃業について

第1-2-94図は、第1-2-90図で見た事業承継に

ついての方針で、「廃業を予定している」又は
「廃業をしたいが、現時点で廃業できない」とし
た者に対し、廃業を考えている理由について聞い

たものである。

これを見ると、「高齢化のため（体力・判断力
の低下など）」が47.0％で最も多く、次いで「業
績が厳しいため」が24.6％、「従業者等に適任者
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がおらず、あきらめているため」が10.3％、「現
在の業績は問題ないが、今後業績悪化の懸念があ

るため」が7.3％となっている。このように、経

営者の高齢化と厳しい業績が、小規模事業者の廃

業における上位の理由となっている。

第1-2-94図 「廃業を考えている」理由
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4. 廃業について 

第 1-2-94 図は、第 1-2-90 図で見た事業承継についての方針で、「廃業を予定し 

ている」又は「廃業をしたいが、現時点で廃業できない」とした者に対し、廃業を考

えている理由について聞いたものである。 

これを見ると、「高齢化のため(体力・判断力の低下など)」が 47.0％で最も多く、

次いで「業績が厳しいため」が 24.6％、「従業者等に適任者がおらず、あきらめてい

るため」が 10.3％、「現在の業績は問題ないが、今後業績悪化の懸念があるため」が

7.3％となっている。このように、経営者の高齢化と厳しい業績が、小規模事業者の

廃業における上位の理由となっている。 

第 1-2-94 図 「廃業を考えている」理由 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-94図 「廃業を考えている」理由

 

また、「廃業したいが、現時点で廃業できない」
とした者について、その理由を示したものが第

1-2-95図である。

これを見ると、「廃業後の生活に困るため」が
64.4％で最も多く、次いで「自身の生きがいに
なっているため」が45.2％、「借入金があるため」
が43.8％、「固定（顧）客等からの事業継続要望
が強いため」が33.0％となっており、また、第1
位の回答だけみれば「借入金があるため」が最も
多くなっている。

このように、廃業したくても廃業できないケー

スでは、借入金の存在や廃業後の自身の生活への

不安が廃業を躊躇させる主たる要因となっている

ことが分かる。

その一方、「自身の生き甲斐になっているため」
や「固定（顧）客からの事業継続要望が強いた
め」、「従業者の生活を守るため」など、積極的な
要因から廃業を躊躇するような場合も相当程度あ

ることがうかがえる。
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第1-2-95図 「廃業をしたいが、現時点で廃業できない」理由

また、「廃業したいが、現時点で廃業できない」とした者について、その理由を示

したものが第 図である。

これを見ると、「廃業後の生活に困るため」が ％で最も多く、次いで「自身の

生きがいになっているため」が ％、「借入金があるため」が ％、「固定 顧

客等からの事業継続要望が強いため」が ％となっており、また、第 位の回答だ

けみれば「借入金があるため」が最も多くなっている。

このように、廃業したくても廃業できないケースでは、借入金の存在や廃業後の自

身の生活への不安が廃業を躊躇させる主たる要因となっていることが分かる。

その一方、「自身の生き甲斐になっているため」や「固定 顧 客からの事業継続要

望が強いため」、「従業者の生活を守るため」など、積極的な要因から廃業を躊躇する

ような場合も相当程度あることがうかがえる。

第 図 「廃業をしたいが、現時点で廃業できない」理由
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「廃業をしたいが、現時点で廃業できない」理由

	 5	 事業引継ぎ支援センターについて

国は、平成23年度から、後継者不在に悩む中
小企業・小規模事業者に対して、第三者への承継

（引継ぎ）を支援するため、各都道府県に事業引
継ぎ相談窓口及び事業引継ぎ支援センターを設置

し、支援を行っている。

第1-2-96図は、小規模事業者における「事業
引継ぎ支援センター」の認知度を示したものであ
る。これを見ると、「知らない」という者が
77.1％を占め、全体としてみれば認知度が低い状
況となっている。

第1-2-96図 「事業引継ぎ支援センター」の認知度
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三者への承継(引継ぎ)を支援するため、各都道府県に事業引継ぎ相談窓口及び事業引

継ぎ支援センターを設置し、支援を行っている。 

第 1-2-96 図は、小規模事業者における「事業引継ぎ支援センター」の認知度を示

したものである。これを見ると、「知らない」という者が 77.1％を占め、全体として

みれば認知度が低い状況となっている。 

第 1-2-96 図 「事業引継ぎ支援センター」の認知度 
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2016年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

第1-2-96図 ｢事業引継ぎ支援センター｣の認知度
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また、事業承継引継ぎ支援センターでは、平成

26年度から、後継者不在の小規模事業者と起業
家をマッチングする「後継者人材バンク事業」を
開始している。

第1-2-97図は、「後継者人材バンク」に対する
ニーズについて、示したものである。

これを見ると、「利用（相談）してみたい」は

全体では15.1％となっているが、事業承継の方針
で「承継したいが、現時点で後継者候補が見つか
らない」とした者についてみると、36.7％が「利
用（相談）してみたい」としている。また、それ
以外の者についても、事業承継の方針の状態に関

わらず一定のニーズがあることがうかがえる。

第1-2-97図 事業承継の方針と「後継者人材バンク」のニーズ

また、事業承継引継ぎ支援センターでは、平成 年度から、後継者不在の小規模

事業者と起業家をマッチングする「後継者人材バンク事業」を開始している。

第 図は、「後継者人材バンク」に対するニーズについて、示したものである。

これを見ると、「利用 相談 してみたい」は全体では ％となっているが、事業

承継の方針で「承継したいが、現時点で後継者候補が見つからない」とした者につい

てみると、 ％が「利用 相談 してみたい」としている。また、それ以外の者につ

いても、事業承継の方針の状態に関わらず一定のニーズがあることがうかがえる。

第 図 事業承継の方針と「後継者人材バンク」のニーズ
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 事業承継の方針と「後継者人材バンク」のニーズ
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次に、第1-2-98図は、「後継者人材バンクを利
用（相談）してみたい」とした者について、「後
継者人材バンク」に期待することを示したもので
ある。

これを見ると、「事業承継の手法に関わる相談

（親族内・従業者への承継）」が35.0％と最も多く、
次いで「事業承継に関わる税務相談」が22.7％、
「自社を引き継いでくれる法人や個人事業者の紹
介」が17.3％となっている。

第1-2-98図 「後継者人材バンク」へ期待すること

次に、第 図は、「後継者人材バンクを利用 相談 してみたい」とした者につ

いて、「後継者人材バンク」に期待することを示したものである。

これを見ると、「事業承継の手法に関わる相談 親族内・従業者への承継 」が ％

と最も多く、次いで「事業承継に関わる税務相談」が ％、「自社を引き継いでく

れる法人や個人事業者の紹介」が ％となっている。

第 図 「後継者人材バンク」へ期待すること
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「後継者人材バンク」へ期待すること

また、第 図は、「後継者人材バンク」を利用 相談 したいと思わない理由を

示したものである。

これを見ると、現時点で「事業承継に対する問題を抱えていない」が ％であり、

これを除いて見ると、「後継者問題について他人に相談することに抵抗がある」が

％と最も多い。

第 図 「後継者人材バンク」を利用 相談 したいと思わない理由
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「後継者人材バンク」を利用 相談 したいと思わない理由

また、第1-2-99図は、「後継者人材バンク」を
利用（相談）したいと思わない理由を示したもの
である。

これを見ると、現時点で「事業承継に対する問

題を抱えていない」が64.5％であり、これを除い
て見ると、「後継者問題について他人に相談する
ことに抵抗がある」が11.9％と最も多い。

第1-2-99図 「後継者人材バンク」を利用（相談）したいと思わない理由
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と最も多く、次いで「事業承継に関わる税務相談」が ％、「自社を引き継いでく

れる法人や個人事業者の紹介」が ％となっている。
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事業承継の手法

に関わる相談

親族内・従業

者への承継

事業承継に関

わる税務相談

自社を引き継いで

くれる法人や個人

事業者の紹介

事業承継の手法に

関わる相談 社外

の第三者への承継

自社を引き継いで

くれる個人の紹介

その他 事業承継の手法に関わる相談（親族

内・従業者への承継）

事業承継に関わる税務相談

自社を引き継いでくれる法人や個人事

業者の紹介

事業承継の手法に関わる相談（社外

の第三者への承継）

自社を引き継いでくれる個人の紹介

その他

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「後継者人材バンク」へ期待すること

また、第 図は、「後継者人材バンク」を利用 相談 したいと思わない理由を

示したものである。

これを見ると、現時点で「事業承継に対する問題を抱えていない」が ％であり、

これを除いて見ると、「後継者問題について他人に相談することに抵抗がある」が

％と最も多い。

第 図 「後継者人材バンク」を利用 相談 したいと思わない理由
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資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

第 図 「後継者人材バンク」を利用 相談 したいと思わない理由
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「事業引継ぎ支援事業」について

少子化等の進展等に伴い、中小企業・小規模事業者の後継者探しは、年々困難になってきている。こうした中、現状

では、経営者の過半数が60歳を超えており、今後10年間で約半数の経営者が世代交代時期を迎えることが見込まれて

いる。とりわけ、「団塊の世代」のトップランナーがほどなく70歳となることから、膨大な事業承継ニーズに適切に対応

することが喫緊の課題となっている。

国は、後継者不在の中小企業・小規模事業者の事業承継を支援するため、「事業引継ぎ支援事業」に取り組んでいる。

●事業概要
①事業引継ぎ相談窓口・事業引継ぎ支援センター

国は、平成23年度から、後継者不在に悩む中小企業・小規模事業者に対して「第三者への承継（引継ぎ）」を支援

するため、産業競争力強化法第127条に基づく認定支援機関（各都道府県に1箇所）に、事業引継ぎ相談窓口及び事

業引継ぎ支援センターを設置し、支援を行ってきた。

事業引継ぎ相談窓口では、事業引継ぎ等に関する様々な情報提供・助言等を行っており、引継ぎ支援センターでは上

記に加え、後継者不在の事業者と後継候補者のマッチング業務等も行っている。

発足以来、約9,000件の相談に応じ、309件の事業引継ぎを実現している（平成27年12月末時点）。

また、引継ぎ支援センターでは、平成26年4月から、後継者不在の小規模事業者と起業家をマッチングする「後継者

人材バンク事業」を開始した。現在、11箇所の引継ぎ支援センターが後継者人材バンクを扱っており、今後、取り扱い

センターを順次拡大する。

後継者人材バンクの特徴は、経営者が育ててきた事業を意欲ある後継者に引き継ぐことができること、一方、起業家

側にとっては、生産設備や取引先・顧客等の経営資源や経営ノウハウを現経営者から引き継ぐことによって起業リスクを

低減することができることである。

コラム
1-2-2
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コラム1-2-2①図　事業引継ぎ支援センター等の連絡先一覧（平成28年3月末日時点）
コラム1-2-2①図 事業引継ぎ支援センター等の連絡先一覧（平成28年3月末日時点）

相談窓口名 電話番号 相談窓口名 電話番号

北海道事業引継ぎ支援センター 滋賀県事業引継ぎ支援センター

青森県事業引継ぎ支援センター 京都府事業引継ぎ支援センター

岩手県事業引継ぎ支援センター 奈良県事業引継ぎ支援センター

宮城県事業引継ぎ支援センター 大阪府事業引継ぎ支援センター

秋田県事業引継ぎ支援センター 兵庫県事業引継ぎ支援センター

山形県事業引継ぎ支援センター 和歌山県事業引継ぎ支援センター

福島県事業引継ぎ支援センター 鳥取県事業引継ぎ支援センター

茨城県事業引継ぎ支援センター 島根県事業引継ぎ支援センター

栃木県事業引継ぎ支援センター 岡山県事業引継ぎ支援センター

群馬県事業引継ぎ支援センター 広島県事業引継ぎ支援センター

埼玉県事業引継ぎ支援センター 山口県事業引継ぎ支援センター

千葉県事業引継ぎ支援センター 徳島県事業引継ぎ支援センター

東京都事業引継ぎ支援センター 香川県事業引継ぎ支援センター

神奈川県事業引継ぎ支援センター 愛媛県事業引継ぎ支援センター

新潟県事業引継ぎ支援センター 高知県事業引継ぎ支援センター

長野県事業引継ぎ支援センター 福岡県事業引継ぎ支援センター

山梨県事業引継ぎ支援センター 佐賀県事業引継ぎ支援センター

静岡県事業引継ぎ支援センター 長崎県事業引継ぎ支援センター

愛知県事業引継ぎ支援センター 熊本県事業引継ぎ支援センター

岐阜県事業引継ぎ支援センター 大分県事業引継ぎ支援センター

三重県事業引継ぎ支援センター 宮崎県事業引継ぎ支援センター

富山県事業引継ぎ支援センター 鹿児島県事業引継ぎ相談窓口

石川県事業引継ぎ支援センター 沖縄県事業引継ぎ支援センター

福井県事業引継ぎ支援センター

●事業の認知度

中小企業庁が実施した小規模事業者に対するアンケートによれば、引継ぎ支援セン

ターを「知っている」、「聞いたことがある」と答えた小規模事業者が約 割となっ

ている コラム ②図 再掲：第 図 。

事業引継ぎ支援事業では、これまでセミナー開催やダイレクトメールによる事業案

内等を通じて事業周知を行ってきたが、引き続き積極的な広報活動を行うことで、小

規模事業者の事業承継に一層深く関与していくことが期待される。

知っている

聞いたことはある

知らない

知っている

聞いたことはある

知らない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

コラム ②図 ｢事業引継ぎ支援センター｣の認知度

●事業の認知度
中小企業庁が実施した小規模事業者に対するアンケートによれば、引継ぎ支援センターを「知っている」、「聞いたこ

とがある」と答えた小規模事業者が約2割となっている（コラム1-2-2②図）（再掲：第1-2-96図）。

事業引継ぎ支援事業では、これまでセミナー開催やダイレクトメールによる事業案内等を通じて事業周知を行ってきた

が、引き続き積極的な広報活動を行うことで、小規模事業者の事業承継に一層深く関与していくことが期待される。

コラム1-2-2②図　「事業引継ぎ支援センター」の認知度

コラム1-2-2①図 事業引継ぎ支援センター等の連絡先一覧（平成28年3月末日時点）

相談窓口名 電話番号 相談窓口名 電話番号

北海道事業引継ぎ支援センター 滋賀県事業引継ぎ支援センター

青森県事業引継ぎ支援センター 京都府事業引継ぎ支援センター

岩手県事業引継ぎ支援センター 奈良県事業引継ぎ支援センター

宮城県事業引継ぎ支援センター 大阪府事業引継ぎ支援センター

秋田県事業引継ぎ支援センター 兵庫県事業引継ぎ支援センター

山形県事業引継ぎ支援センター 和歌山県事業引継ぎ支援センター

福島県事業引継ぎ支援センター 鳥取県事業引継ぎ支援センター

茨城県事業引継ぎ支援センター 島根県事業引継ぎ支援センター

栃木県事業引継ぎ支援センター 岡山県事業引継ぎ支援センター

群馬県事業引継ぎ支援センター 広島県事業引継ぎ支援センター

埼玉県事業引継ぎ支援センター 山口県事業引継ぎ支援センター

千葉県事業引継ぎ支援センター 徳島県事業引継ぎ支援センター

東京都事業引継ぎ支援センター 香川県事業引継ぎ支援センター

神奈川県事業引継ぎ支援センター 愛媛県事業引継ぎ支援センター

新潟県事業引継ぎ支援センター 高知県事業引継ぎ支援センター

長野県事業引継ぎ支援センター 福岡県事業引継ぎ支援センター

山梨県事業引継ぎ支援センター 佐賀県事業引継ぎ支援センター

静岡県事業引継ぎ支援センター 長崎県事業引継ぎ支援センター

愛知県事業引継ぎ支援センター 熊本県事業引継ぎ支援センター

岐阜県事業引継ぎ支援センター 大分県事業引継ぎ支援センター

三重県事業引継ぎ支援センター 宮崎県事業引継ぎ支援センター

富山県事業引継ぎ支援センター 鹿児島県事業引継ぎ相談窓口

石川県事業引継ぎ支援センター 沖縄県事業引継ぎ支援センター

福井県事業引継ぎ支援センター

●事業の認知度

中小企業庁が実施した小規模事業者に対するアンケートによれば、引継ぎ支援セン

ターを「知っている」、「聞いたことがある」と答えた小規模事業者が約 割となっ

ている コラム ②図 再掲：第 図 。

事業引継ぎ支援事業では、これまでセミナー開催やダイレクトメールによる事業案

内等を通じて事業周知を行ってきたが、引き続き積極的な広報活動を行うことで、小

規模事業者の事業承継に一層深く関与していくことが期待される。

知っている

聞いたことはある

知らない

知っている

聞いたことはある

知らない

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」 年 月、 株 日本アプライドリサーチ研究所

コラム ②図 ｢事業引継ぎ支援センター｣の認知度
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コラム1-2-2③図　小規模事業者の活用事例
コラム1-2-2③図　小規模事業者の活用事例

企業名 ひまわり弁当　合同会社

内　容 ・当社は20年余り、地元（塩竃市）に家庭の味を届けてきた弁当屋。震災時には、
避難所への弁当手配を行うなど、地元に密着した活動を行ってきた。

・元代表者の今野氏は70代後半を迎え、廃業を検討するが、顧客からの強い要望や
従業員の雇用を考え、商工会議所へ相談し、宮城県事業引継ぎ支援センターに取り
次がれた。

・マッチング相手である宍戸氏は、消化器系の病気を経験し、「食」を通じた社会
貢献を考えていた（元IT会社勤務。）。

・マッチングの結果、今野氏の願いであった従業員全員の雇用が維持され、地域に
親しまれた「おふくろの味」を引き続き提供することが可能となった。

企業名 有限会社　梶屋

内　容 ・同社は、岡山市で中華そば店を営んでおり、全国ネットのテレビ番組にも取り上
げられる人気店であったが、後継者がいなかった。

・平成27年、社長夫人（経理担当）の逝去を機に休業状態になった。夫人の闘病中
に営業が不定期であったことも影響し、経営は厳しくなっていた。

・弁護士に相談したところ破産を勧められたが、関係者に迷惑をかけたくなかった
ことから事業の譲渡について信用金庫に相談し、岡山県事業引継ぎ支援センターを
紹介された。

・地元人気店の「のれん」に対する評価は高く、株式会社IPPOとの譲渡契約に至
り、売却代金から借入金を完済することができた

事例① 地域に親しまれた「おふくろの味」が引き継がれた事例（宮城）

事例② 地元に親しまれた名店を存続の危機から救った事例（岡山）
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「下請取引の適正化と自立化支援」について

国は、取引上の立場が弱い小規模事業者が、取引先との関係で不利益を被ることがないよう、下請取引の適正化を

推進するとともに、特定の取引先への依存を脱却し、新しい分野を開拓する取り組みを支援している。

●事業概要
①下請代金法の執行状況
中小企業庁では、下請取引の公正化を図るとともに、下請事業者の利益を保護することを目的として下請代金支払遅

延等防止法（以下「下請代金法」という。）に基づき、下請代金の支払遅延や減額などの違反行為に対して、厳正に対

処している。

違反行為の取締りのため、平成26年度は中小企業庁として親・下請事業者に対する書面調査を約24万件実施した。

このうち、違反又は違反のおそれが確認された親事業者に対し、約1千件の立入検査や指導文書の発出を行うことによ

り、適正取引を指導した。

②下請かけこみ寺
「支払日を過ぎても代金を支払ってくれない」、「発注元から棚卸し作業を手伝うよう要請された」、「『歩引き』と称して

代金から一定額を差し引かれた」。こうした下請事業者からの企業間取引に関する相談に対応するとともに、弁護士等に

よる無料相談や裁判外紛争解決（ADR）を無料で行うため、国は、全国48ヶ所に「下請かけこみ寺」を設置している。

平成26年度の相談実績は5,473件（平成25年度4,982件）となっており、その内容は「下請代金法」に関する相談

件数が898件（平成25年度858件）、「建設業」に関する相談件数が1,170件（平成25年度1,075件）などとなっている

（コラム1-2-3図）。

さらに、全国の弁護士約170名を「下請かけこみ寺」に登録し、下請けかけこみ寺本部（公益財団法人全国中小企

業取引振興協会）が主導して各地で裁判外紛争解決手続（ADR）を行い、平成26年度は9件（平成25年度33件）の

案件に対応した。

コラム1-2-3①図　相談員等による相談対応件数

【コラム 「下請取引の適正化と自立化支援」について】

国は、取引上の立場が弱い小規模事業者が、取引先との関係で不利益を被ることが

ないよう、下請取引の適正化を推進するとともに、特定の取引先への依存を脱却し、

新しい分野を開拓する取り組みを支援している。

●事業概要

①下請代金法の執行状況

中小企業庁では、下請取引の公正化を図るとともに、下請事業者の利益を保護する

ことを目的として下請代金支払遅延等防止法 以下「下請代金法」という。 に基づき、

下請代金の支払遅延や減額などの違反行為に対して、厳正に対処している。

違反行為の取締りのため、平成 年度は中小企業庁として親・下請事業者に対す

る書面調査を約 万件実施した。このうち、違反又は違反のおそれが確認された親

事業者に対し、約 千件の立入検査や指導文書の発出を行うことにより、適正取引を

指導した。

②下請かけこみ寺

「支払日を過ぎても代金を支払ってくれない」、「発注元から棚卸し作業を手伝うよ

う要請された」、「『歩引き』と称して代金から一定額を差し引かれた」。こうした下請

事業者からの企業間取引に関する相談に対応するとともに、弁護士等による無料相談

や裁判外紛争解決 を無料で行うため、国は、全国 ヶ所に「下請かけこみ寺」

を設置している。

平成 年度の相談実績は 件 平成 年度 件 となっており、その内

容は「下請代金法」に関する相談件数が 件 平成 年度 件 ､「建設業」に関

する相談件数が 件 平成 年度 件 などとなっている コラム 図 。

さらに、全国の弁護士約 名を｢下請かけこみ寺｣に登録し､下請けかけこみ寺本

部 公益財団法人全国中小企業取引振興協会 が主導して各地で裁判外紛争解決手続

を行い､平成 年度は 件 平成 年度 件 の案件に対応した｡

コラム1-2-3図　相談員等による相談対応件数

下請代金法
関係

建設業
関係

運送業関係
（代金法除く）

その他
消費税
関係

合計

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度
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（参考）かけこみ寺相談事例
相談事例1．
【相談内容】A社は、B社からプレス加工を受託した。納品したにもかかわらず、B社は代金を払うと言うものの、支

払日が過ぎても払ってくれない。

【助言と解決例】相談を受けて、下請代金法で禁止されている「支払遅延」のおそれがあることを踏まえ、支払いの

時期などもっと具体的に交渉してはどうかと助言した。A社は、助言を踏まえてB社と交渉したところ、代金を支払うとの

ことで話し合いがついた。

相談事例2．
【相談内容】C社は、D社から部品の製造を受託した。類似の発注内容が同時にあり、しかも短納期であったため、C

社は、別の発注内容の製品をまちがえて製造してしまった。D社は、検収を行った上で、部品の組立てを行い、製品を

販売したが、その後、異なる部品であることが判明し、C社に対して損害賠償を請求してきた。

【助言と解決例】弁護士無料相談を受け、発注内容を間違えたC社に責任があるが、D社も検収での見落としという落

ち度があることから、負担割合について双方で話し合ってはどうかと助言した。C社は、助言を踏まえ、D社と交渉したと

ころ、検収の落ち度を認め、負担割合について合意された。

③下請小規模事業者等新分野需要開拓支援事業
特定の取引先に依存することが多い下請小規模事業者等にとって、親事業者の生産拠点が閉鎖、縮小される影響は非

常に大きい。下請小規模事業者等新分野需要開拓支援事業では、このような閉鎖・縮小の影響によって売上げが減少

する下請小規模事業者が、新分野の需要を開拓し取引先を多角化するために実施する商品開発等の事業に要する経費

について、補助（補助率2/3、上限500万円）を行っている。

●下請小規模事業者等新分野需要開拓支援事業の採択事例
＜マチモト株式会社（広島県福山市：糸加工・撚糸・食品）＞
当社は、親事業者からの発注が海外生産に切り替えられ、売上高の大幅な減少が見

込まれたことから、新分野進出事業の実施を希望した。

補助事業として、試行錯誤を繰り返して栽培技術を確立した有機無農薬栽培の食用バ

ラについて、薬草としての有効成分の調査を行った。また、食用バラを加工した商品の

デザインの制作を行った。

こうして開発したバラジュースが高島屋や、中四国に展開の大手百貨店の天満屋等で

ギフト商品として販売されている。また、食用バラ自体についても、ホテル、デパート

等から業務用として注文がきている。

参考 かけこみ寺相談事例

相談事例１．

【相談内容】 社は、 社からプレス加工を受託した。納品したにもかかわらず、

社は代金を払うと言うものの、支払日が過ぎても払ってくれない。

【助言と解決例】相談を受けて、下請代金法で禁止されている「支払遅延」のおそれ

があることを踏まえ、支払いの時期などもっと具体的に交渉してはどうかと助言し

た。 社は、助言を踏まえて 社と交渉したところ、代金を支払うとのことで話し

合いがついた。

相談事例２．

【相談内容】 社は、 社から部品の製造を受託した。類似の発注内容が同時にあり、

しかも短納期であったため、 社は、別の発注内容の製品をまちがえて製造してし

まった。 社は、検収を行った上で、部品の組立てを行い、製品を販売したが、そ

の後、異なる部品であることが判明し、 社に対して損害賠償を請求してきた。

【助言と解決例】弁護士無料相談を受け、発注内容を間違えた 社に責任があるが、

社も検収での見落としという落ち度があることから、負担割合について双方で話

し合ってはどうかと助言した。 社は、助言を踏まえ、 社と交渉したところ、検

収の落ち度を認め、負担割合について合意された。

③下請小規模事業者等新分野需要開拓支援事業

特定の取引先に依存することが多い下請小規模事業者等にとって、親事業者の生産

拠点が閉鎖、縮小される影響は非常に大きい。下請小規模事業者等新分野需要開拓支

援事業では、このような閉鎖・縮小の影響によって売上げが減少する下請小規模事業

者が、新分野の需要を開拓し取引先を多角化するために実施する商品開発等の事業に

要する経費について、補助 補助率 、上限 万円 を行っている。

●下請小規模事業者等新分野需要開拓支援事業の採択事例

＜マチモト株式会社 広島県福山市：糸加工・撚糸・食品 ＞

当社は、親事業者からの発注が海外生産に切り替えられ、売上高

の大幅な減少が見込まれたことから、新分野進出事業の実施を希望

した。

補助事業として、試行錯誤を繰り返して栽培技術を確立した有機

無農薬栽培の食用バラについて、薬草としての有効成分の調査を行

った。また、食用バラを加工した商品のデザインの制作を行った。

こうして開発したバラジュースが高島屋や、中四国に展開の大手

百貨店の天満屋等でギフト商品として販売されている。また、食用

バラ自体についても、ホテル、デパート等から業務用として注文が

きている。
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